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 この基準は，都市計画法（以下「法」という。）第２９条第１項及び第２項で規定

する開発行為の許可及び第３５条の２第１項で規定する開発行為の変更許可のうち，

市長の許可を要する３０００ｍ２以上１ｈａ未満の開発行為に係る技術的基準につい

て定める。 

 なお，１ｈａ以上の開発行為については県知事の許可となるため，広島県の技術基

準を適用すること。 
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第１ 一般的基準 

  基本的事項 

（１）主として，自己の居住の用に供する住宅の建築の用に供する目的で行う開発行為 

以外の開発行為にあっては，道路，公園，広場その他の公共の用に供する空地（消 

防に必要な水利が十分でない場合に設置する消防の用に供する貯水施設を含む。）が， 

次に掲げる事項を勘案して，環境の保全上，災害の防止上，通行の安全上又は事業活 

動の効率上支障がないような規模及び構造で適当に配置され，かつ，開発区域内の主 

要な道路が，開発区域外の相当規模の道路に接続するように設計が定められている 

こと。この場合において，当該空地に関する都市計画が定められているときは，設 

計がこれに適合していること。 

ア 開発区域の規模，形状及び周辺の状況 

   イ 開発区域内の土地の地形及び地盤の性質 

   ウ 予定建築物などの用途 

エ 予定建築物などの敷地の規模及び配置 

（２）排水路その他の排水施設が，次に掲げる事項を勘案して，開発区域内の下水道法第

２条第１号に規定する下水を有効に排出するとともに，その排出によって開発区域及

びその周辺の地域にいっ水などによる被害が生じないような構造及び能力で適当に

配置されるように設計が定められていること。この場合において，当該排水施設に関

する都市計画が定められているときは，設計がこれに適合していること。 

ア 当該地域における降水量 

イ （１）のアからエまでに掲げる事項及び放流先の状況 

（３）主として，自己の居住の用に供する住宅の建築の用に供する目的で行う開発行為以 

外の開発行為にあっては，水道その他の給水施設が，（１）のアからエまでに掲げる 

事項を勘案して，当該開発区域について想定される需要に支障を来さないような構造 

及び能力で適当に配置されるように設計が定められていること。この場合において， 

当該給水施設に関する都市計画が定められているときは，設計がこれに適合している 

こと。 

（４）当該開発行為の目的に照らして，開発区域における利便の増進と開発区域及びその 

周辺の地域における環境の保全とが図られるように公共施設，学校その他の公益的施 

設及び開発区域内において予定される建築物の用途の配分が定められていること。
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（５）地盤の沈下，がけ崩れ，出水その他による災害を防止するため，開発区域内の  

土地について，地盤の改良，擁壁又は排水施設の設置その他安全上必要な措置が 

講ぜられるように設計が定められていること。この場合において，開発区域内の 

土地の全部又は一部が下記の表の上欄に掲げる区域内の土地であるときは，当該 

土地における同表の中欄に掲げる工事の計画が，同表の下欄に掲げる基準に適合 

していること。 

宅地造成等規制法第３条第１項

の宅地造成工事規制区域 

津波防災地域づくりに関する法律第７２

条第１項の津波災害特別警戒区域 

開発行為に関する工事 

津波防災地域づくりに関する法律第７３

条第１項に規定する特定開発行為（同条

第４項各号に掲げる行為を除く。）に関す

る工事 

宅地造成等規制法第９条の規

定に適合するものであること 

津波防災地域づくりに関する法律第７５

条に規定する措置を同条の国土交通省令

で定める技術的基準に従い講じるもので

あること 

 （６）次のア又はイに掲げる場合には，予定建築物などの用途が当該ア又はイに定める 

用途の制限に適合していること。ただし，都市再生特別地区の区域内において当該都 

市再生特別地区に定められた誘導すべき用途に適合するものにあっては，この限りで 

ない。 

ア 当該開発区域内の土地について用途地域，特別用途地区，特定用途制限地域，流

通業務地区又は港湾法第３９条第１項の分区（以下｢用途地域など｣という。）が定

められている場合 

     当該用途地域など内における用途の制限（建築基準法第４９条第１項若しくは 

第２項若しくは第４９条の２（これらの規定を同法第８８条第２項において 準 

用する場合を含む。）又は港湾法第４０条第１項の条例による用途の制限を含む。） 

   イ 当該開発区域内の土地（都市計画区域内の土地に限る。）について用途地域など 

    が定められていない場合     

建築基準法第４８条第１３項及び第６８条の３第７項（同法第４８条第１３項 

に係る部分に限る。）（これらの規定を同法第８８条第２項において準用する場合 

を含む。）の規定による用途の制限 
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 （７）開発事業の施行に伴って，土砂の流出，出水などの災害の発生が予想されるときは， 

次に掲げる事項を配慮して，これらの災害を防止するために必要な災害防止施設が設置 

されるように設計されていること。 

ア 開発区域の上流に残流域が存在する場合は，その流域からの土石流の襲来によっ 

て新しく開発された区域に被害が生じるおそれの状況 

   イ 開発区域から本川又は海に至るまでの間の流出系統及び洪水到達時間並びに開

発事業の施行により増加する水及び土砂の流出量 

   ウ 同一流域内において２以上の開発事業が行われるときは，それぞれの開発面積を

合計した場合のイに掲げる事項 

 （８）次の区域は原則として開発区域に含めないこと。 

   ア 災害危険区域（建築基準法） 

イ 地すべり防止区域（地すべり等防止法） 

ウ 土砂災害特別警戒区域（土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に 

関する法律） 

エ 急傾斜地崩壊危険区域（急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律） 
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第２ 技術的細目 

１ 道路（主として，自己の居住の用に供する住宅の建築の用に供する目的で行う開発 

行為は除く。） 

（１）開発区域外道路 

ア 開発区域内に新たに道路が整備される場合 

     開発区域内の主要な道路は，開発区域外の幅員９ｍ（主として住宅の建築の用 

に供する目的で行う開発行為にあっては，６．５ｍ）以上の道路（開発区域の周辺 

の道路の状況によりやむを得ないと認められるときは，車両の通行に支障がない 

道路）に接続していること。 

  イ 開発区域内に新たに道路が整備されない場合 

    予定建築物の敷地が接する道路の幅員は，住宅の敷地又は１，０００㎡未満の住

宅以外の建築物若しくは第一種特定工作物（都市計画法第４条第１１号）の敷地に

あっては，６ｍ以上，その他のものにあっては９ｍ以上とすること。 

    ただし，開発区域の規模及び形状，開発区域の周辺の土地の地形及び利用の態様

などに照らして，前記によることが著しく困難と認められる場合であって，環境の

保全上，災害の防止上，通行の安全上及び事業活動の効率上支障がないと認められ，

開発区域外の既存道路に直接接して行われる一敷地の単体的な開発行為にあって

は，４ｍ以上とすることができる。   

 （２）開発区域内道路 

   ア 幅員 

     予定建築物の敷地が接する道路の幅員は，住宅の敷地又は１，０００㎡未満の住

宅以外の建築物若しくは第一種特定工作物の敷地にあっては，６ｍ以上，その他の

ものにあっては９ｍ以上とすることとし，開発区域の面積，予定建築物などの用途

に応じて，道路管理者となる者と十分協議して決定すること。 

    【参考】 ※は必要に応じて設けること。 

予定建築物 道路区分 
開発面積 

１ｈａ未満 

住宅（5 階以上の共同住宅を

除く。）別荘，余暇施設など 

補 助 幹 線 道 路 ※９ｍ 

幹 線 道 路 ― 

その他 
補 助 幹 線 道 路 ※９ｍ 

幹 線 道 路 ― 
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     ただし，｢小区間で通行上支障がない道路｣で，市長がやむを得ないと認めるもの

であって，次に掲げる（ア）から（カ）のいずれかに該当する場合はこの限りで

はない。 

       ｢小区間で通行上支障のない道路｣とは，利用者が当該道路に面する   

      居住者などに限られる場合で，次のいずれにも該当する道路をいう。 

① 当該道路の位置又は形態（通行の安全上支障ない場合に限る。）によ 

  り，通過交通の発生のおそれがないもの。 

② 通過交通を適切に処理できる幅員６ｍ以上の道路（予定建築物などの 

敷地が接する開発区域外の道路の部分を含む。）に接続しているもの。 

③ 駐車スペースが確保され，路上駐車の発生のおそれのないもの。 

（ア）設計上の創意工夫により，空地が居住者の利用上及び避難上適切に配置され， 

建築協定などにより良好な居住環境が将来にわたって確保できる戸建専用住宅 

地内における幅員４ｍ以上のもの。 

      ｢空地｣には，道路，公園，広場のほかプレイロット，緑地，避難通路，歩行者 

専用道，回転広場などの公共の用に供するものを含む。 

（イ）戸建専用住宅地内における幅員４ｍ以上の通り抜け道路で，当該道路の延長 

  が７０ｍ以下，かつ，当該道路に接する区画数が１２以下のもの。 

   （ウ）戸建専用住宅地内における幅員５ｍ以上の通り抜け道路で，当該道路の延長 

が１４０ｍ以下，かつ，当該道路に接する区画数が２４以下のもの。 

   （エ）住宅地以外の場合は，幅員が６ｍ以上の道路で，交通量の発生が極めて少な 

いもの又は歩行者の安全確保が図られているもの。 

（オ）（ア）から（エ）に準ずる場合で，避難上及び車両の通行上支障がないと認め 

られるもの。 

（カ）別紙３｢小幅員区画道路の計画基準｣を満たす道路。   

イ 形状 

 道路は袋路状でないこと。ただし，次のいずれかに該当するもので，避難上及び 

車両の通行上支障がないと認められるものは，この限りでない。 

（ア）当該道路の延長又は他の道路（袋路状のものを除く。）との接続が予定（比較 

的近い将来具体化するものに限る。）されているもの。 

   （イ）一つの敷地のみの専用道路となるもの。 
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   （ウ）有効幅員が６ｍ以上の場合で，終端（延長が３５ｍ以下のものを除く。）が， 

回転広場その他これらに類するもので車両の転回に支障がないものに接続して 

いるもの。 

   （エ）６ｍ未満の道路で，終端（延長が３５ｍ以下のものを除く。）及び３５ｍ以内 

ごとに転回広場を設けたもの。 

   （オ）（ア）から（エ）までに準ずる場合で，周辺の状況により避難上及び車両の通

行上支障がないと認められるもの。 

ウ 構造 

道路構造については，市が定めた条例及び施工規則の技術的基準を準拠し，道路

管理者となるものと十分協議すること。 

（ア）開発区域外の道路との平面交差及び接続については，別紙１の｢県が管理する

道路と他の道路との平面交差に関する構造基準｣を参考にすること。 

   （イ）開発区域内の道路縦断勾配は，９％以下であること。ただし，地形などにより

やむを得ないと認められる場合は，小区間に限り１２％以下とすることができる。 

   （ウ）開発区域内の幅員９ｍ以上の道路は，歩車道が分離されていること。 

      なお，歩道は，縁石線又はさくその他これに類する工作物によって車道から 

分離されていること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

側帯

(停車帯) 歩道

2.5m0.5m

(1.5m)

6 m0.5m

(1.5m)

2.5m

歩 道 (停車帯)

側帯 車　　　　道

歩 道 停車帯 停車帯 歩道

車　　　　道

3.5m 1.5m 6 m 1.5m 3.5m

16m

(14m)

12m

　　道路が公共帰属するときは，

側帯

(停車帯) 歩道

2.5m0.5m6m0.5m2.5m

歩道 (停車帯)

側帯 車　　　　道

（参考図）
車　　　　道

歩 道

2.0m

0.5m

6m

9m
0.5m

※１
　　（　）内は商業施設等が連
　たんするなど停車需要が高く
　停車による交通障害が大きい
　場合
※２

　管理者協議を事前に済ませて
　おくこと
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（エ）路面には片勾配を付けるものを除き，路面の種類に応じ，次の表の下欄に掲げ

る値を標準として横断勾配を付し，路面排水を良好にすること。 

路面の種類 横断勾配（単位：％） 

アスファルト又はセメン

トコンクリート舗装 
１.５以上２以下 

その他 ３以上５以下 

   （オ）路面は，十分転圧したうえ，原則として，アスファルト又はセメントコンク 

リート舗装とすること。 

ただし，周辺区域の道路や予定建築物の用途との調和などの観点からは一律に

舗装を求めることは妥当でないと判断できるものについては，砂利敷その他の安

全かつ円滑な交通に支障を及ぼさない構造とすることができる。 

（カ）道路には，雨水などを有効に排水するため必要な側溝，街きょその他適当な 

施設が設けられていること。 

（キ）道路は，階段状でないこと。ただし，専ら歩行者の用に供する道路で通行の安

全上支障がないと認められ，かつ，次の基準に適合するものにあっては，この限

りでない。 

ａ 階段は，踏面寸法が３０ｃｍ以上，けあげ寸法が１５ｃｍ以下であること。 

ｂ 階段の勾配は，中途で変えないこと。 

ｃ 階段の高さが３ｍを超えるものにあっては，高さ３ｍ以内ごとに１．２ｍ以 

上の踏幅を有する踊場を設けること。 

ｄ 階段には，必要に応じて有効な手すりを設けること。（但し，高さ１ｍ以下の 

階段の部分には適用しない。） 

（ク） 道路には，必要に応じてガードレールなど危険防止の防護柵を設けること。 

（ケ） 道路が同一平面で交差若しくは接続する箇所又は道路の曲がり角は，交差角

６０度（やむを得ない場合にあっても４５度）以上とし，原則として次表の寸

法以上で街角が切り取られていること。 

       また交差点に既存の家屋，高い擁壁又はがけなどがあり，やむを得ず片隅切

となる場合は，次表の寸法の１．５倍以上を確保するとともに，通行の安全上

支障のない措置を講じること。 

 

 



8 

                   道路と隅切寸法 

道路幅員 ２０ｍ １６ｍ １２ｍ ９ｍ ６ｍ ４ｍ 

２０ｍ 

１０ 

１２ 

８ 

１０ 

１２ 

８ 

６ 

８ 

５ 

５ 

６ 

４ 

  

１６ｍ 

１０ 

１２ 

８ 

１０ 

１２ 

８ 

６ 

８ 

５ 

５ 

６ 

４ 

５ 

６ 

４ 

 

１２ｍ 

６ 

８ 

５ 

６ 

８ 

５ 

６ 

８ 

５ 

５ 

６ 

４ 

５ 

６ 

４ 

 

９ｍ 

５ 

６ 

４ 

５ 

６ 

４ 

５ 

６ 

４ 

５ 

６ 

４ 

５ 

６ 

４ 

３ 

４ 

２ 

６ｍ  

５ 

６ 

４ 

５ 

６ 

４ 

５ 

６ 

４ 

５ 

６ 

４ 

３ 

４ 

２ 

４ｍ    

３ 

４ 

２ 

３ 

４ 

２ 

３ 

４ 

２ 

      （注）道路幅員が表中の値の中間値の場合は，按分比例により求める

ものとする。 

 

 

 

 

 

 歩道を有する場合の角切寸法（Ｘ）の取り方

車

道

車　　　道

Ｘ

歩道

切り取りの必要な街角の部分

歩道

Ｘ
道

歩道

車　　　道

車

歩道を有する場合の隅切寸法（X）の取り方 

 

上段（交差角 90 度前後） 

中段（交差角 45 度以上 60 度以下） 

下段（交差角 120 度以上） 

 

Ｘ Ｘ Ｘ

下段120度以上上段90度前後

歩道を有する場合の角切寸法（Ｘ）の取り方

中段45～60度
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２ 建築物の敷地 

   街区内において，土質，のり面勾配又は高低差により土砂の流出のおそれのある場 

合は，土留その他必要な措置をすること。 

 

３ 公園・緑地など（主として，自己の居住の用に供する住宅の建築の用に供する目的で 

行う開発行為は除く。） 

（１）開発区域に，面積の合計が開発区域の面積の３％以上の公園，緑地又は広場が設け

られていること。ただし，開発区域の周辺に相当規模の公園，緑地又は広場が存する場

合，予定建築物などの用途が住宅以外のものであり，かつ，その敷地が一である場合な

ど開発区域の周辺の状況並びに予定建築物などの用途及び敷地の配置を勘案して特に

必要がないと認められる場合は，この限りでない。 

開発区域の面積 

必要面積（開発区

域の面積に占め

る割合） 

設置施設 目的 
配置及び面積

の基準 

0.3ｈａ以上 

1ｈａ未満 
3％以上 

公園・緑地・広

場のいずれか 

防災上必要な

空地 
― 

    ※ 公園の設置については，市と十分協議すること。 

 

（２）公園などと調整池とを兼用する場合は，別紙４の｢宅地開発に伴い設置される洪水

調整池の多目的利用指針｣によること。 

   なお，この場合，調整池として利用する旨を明示した使用注意事項を掲示し，利用

者への周知を図ること。 

（３）立木竹の伐採は，必要最小限にとどめ，保存及び回復に最大限の努力を払うととも

に，在来樹種などにより計画的に緑化すること。 
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４ 土工事 

（１）地盤の沈下又は開発区域外の地盤の隆起が生じないように，土の置換え，水抜きそ

の他の措置が講じられていること。 

（２）切土又は盛土をする場合において，地下水によりがけ崩れ又は土砂の流出が生じる

おそれがあるときは，開発区域内の地下水を有効かつ適切に排出することができるよ

うに，排水施設が設置されていること。排水施設は，その管きょの勾配及び断面積が，

切土又は盛土をした土地及びその周辺の土地の地形から想定される集水地域の面積を

用いて算定した計画地下水排水量を有効かつ適切に排出することができる排水施設と

する。 

（３）開発行為によって生じたがけ面は，崩壊しないように，次の基準により，擁壁の設

置，石張り，芝張り，モルタルの吹付けその他の措置が講ぜられていること。 

ア 切土をした土地の部分に生ずる高さが２ｍをこえるがけ，盛土をした土地の部分

に生ずる高さが１ｍをこえるがけ又は切土と盛土とを同時にした土地の部分に生

ずる高さが２ｍをこえるがけのがけ面は，擁壁でおおわなければならない。ただし，

切土をした土地の部分に生ずることとなるがけ又はがけの部分で次のいずれかに

該当するもののがけ面については，この限りでない。 

（ア）土質が次の表の上欄に掲げるものに該当し，かつ，土質に応じ勾配が同表の 

中欄の角度以下のもの 

土質 
軟岩（風化の著し
いものを除く。）

風化の著しい岩 

砂利，真砂土，関
東ローム，硬質粘
土その他これら
に類するもの 

擁壁を要しない
勾配の上限 

６０度 ４０度 ３５度 

擁壁を要する勾
配の下限 

８０度 ５０度 ４５度 
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（イ）土質が（ア）の表の上欄に掲げるものに該当し，かつ，土質に応じ勾配が同 

表の中欄の角度をこえ同表の下欄の角度以下のもので，その上端から下方に垂 

直距離５ｍ以内の部分。 

 

 

      

 

 

 

 

また，この場合において，（ア）に該当するがけの部分により上下に分離され 

たがけの部分があるときは，（ア）に該当するがけの部分は存在せず，上下のが 

けの部分は連続しているものとみなす。 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ アの規定の範囲の適用については，小段などによって上下に分離されたがけがあ

る場合において，下層のがけ面の下端を含み，かつ，水平面に対し３０度の角度を

なす面の上方に上層のがけ面の下端があるときは，その上下のがけを一体のものと

みなす。 

  

 

 

 

 

軟岩（風化の著しい

ものを除く。） 
風化の著しい岩 

砂利，真砂土，関東ロ

ーム，硬質粘土その他

これらに類するもの 

   

 

連続しているとみなし

合計が 5m 以内

擁壁を要しない

がけの部分 

擁壁を要する部分 

（イ）に該当する

がけの部分 

（ア）に該当するがけの部分 

（イ）に該当するがけの部分 

 

５ｍ以内 

擁壁を 

要するがけ 

がけの上端部 

４０度超 

５０度以下 

 

５ｍ以内 

擁壁を 

要するがけ 

がけの上端部 

３５度超 

４５度以下 

 

５ｍ以内 

がけの上端部 

擁壁を 

要するがけ ６０度超 

８０度以下 

 

 

AB 及び CD の崖は一体とみなす。 

 

 

A

B C

D

E
G

HF

３０度 AB 及び EF の崖は一体とみなさない。 
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ウ アの規定は，土質試験などに基づき地盤の安定計算をした結果がけの安全を保つ

ために擁壁の設置が必要でないことが認められた場合又は災害の防止上支障がな

いと認められる土地において擁壁の設置に代えて他の措置が講ぜられた場合には，

適用しない。 

（４）のり面の勾配が１５度以上で垂直距離が５ｍを超える場合は，次に定める小段 

を設けること。 

ア 高さ５ｍごとに幅１～２ｍの小段 

 イ 垂直距離が１５ｍを越える場合は，高さ１５ｍごとに３～５ｍ以上の幅広の 

小段 

 

.0m以下

（切土の例〔真砂土の場合〕）

5.0m 以下

5.0m以下

5.0m 以下
45度以下

35度以下

35度以下

35度以下

35度以下

35度以下

35度以下

1～2ｍ1～2ｍ

1～2ｍ

3～5ｍ 3～5ｍ

35度以下

3～5ｍ

35度以下

1～2ｍ

35度以下

1～2ｍ

45度以下

（盛土の例）

5.0m以下

5.0m以下

5

3～5ｍ 3～5ｍ

1～2ｍ1～2ｍ

1～2ｍ 1～2ｍ

30度以下

30度以下

30度以下

30度以下

30度以下

30度以下

30度以下

30度以下

35度

45度以下

1～2ｍ

1～2ｍ

練積み造擁壁 もたれ式擁壁

 

 

ウ のり面の上部に自然斜面が続いているなど，切土又は盛土のり面以外からの表面

水が流下する場所には，のり肩排水溝を設けること。 

エ 小段には，小段上部のり面の下端に沿って，排水溝を設けること。また，小段は

排水溝の方向に５％程度の下り勾配をつけて施工し，排水溝に水が流れるようにす

ること。 
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オ のり肩又は小段に設ける排水溝に集められた水をのり尻に導くため，縦排水溝を

設けること。縦排水溝は，流量の分散を図るため間隔は２０ｍ程度とし，排水溝の

合流する箇所には，必ずますを設けて，ますには，水が飛び散らないようにふた及

び泥溜を設けること。 

（５）盛土をする場合には，盛土に雨水その他の地表水又は地下水の浸透による緩み，沈

下，崩壊又はすべりが生じないように，おおむね３０ｃｍ以下の厚さの層に分けて土

を盛り，かつ，その層の土を盛るごとに，これをローラーその他これに類する建設機

械を用いて締め固めるとともに，必要に応じて地すべり抑止ぐい又はグラウンドアン

カーその他の土留（以下，｢地すべり抑止ぐいなど｣という。）の設置その他の措置が講

じられていること。 

（６）著しく傾斜している土地において盛土をする場合には，盛土をする前の地盤と盛土

とが接する面がすべり面とならないように，段切りその他の措置が講ぜられているこ

と。 

 

① 著しく傾斜している土地 
       現地盤の勾配が１５度（約１：４）程度以上又は旧谷部などの地下水 

位が高くなると予想される箇所 
② 段切り寸法 

       高さ５０ｃｍ，幅１ｍ程度以上 
③ 排水勾配 

       のり尻方向に３～５％程度 

 

 

（７）切土をする場合において，切土をした後の地盤にすべりやすい土質の層があるとき 

は，その地盤にすべりが生じないように，地すべり抑止ぐいなどの設置，土の置換え 

その他の措置が講ぜられていること。 

 

計画盛土面 

地盤面

15度以上 

0.5ｍ以上 

1.0ｍ以上 

3～5％ 
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（８）開発行為によってがけ（｢がけ｣とは，地表面が水平面に対し３０度を超える角度を

なす土地で硬岩盤（風化の著しいものを除く。）以外のものをいう。）が生じる場合に

おいては，がけの上端に続く地盤面には，特別な事情がない限り，そのがけの反対方

向に雨水その他の地表水が流れるように勾配が付されていること。 

（９）開発行為によって生ずるがけのがけ面は，擁壁で覆う場合を除き，石張り，芝張り，

モルタルの吹付けなどによって風化その他の浸食に対して保護しなければならない。    

（10）盛土のり面の安定性の検討 

    盛土のり面の勾配は，のり高，盛土材料の種類などに応じて適切に設定し，原 

則として３０度以下とすること。 

   ア 盛土のり面が，次のような場合には，盛土のり面の安定性の検討を十分に行った

上で勾配を決定すること。 

（ア）のり高が１５ｍ以上の場合 

   （イ）片切り・片盛り，腹付け盛土，斜面上の盛土，谷間を埋める盛土など，盛土が

地山から湧水の影響を受けやすい場合 

   （ウ）盛土箇所の原地盤が軟弱地盤や地すべり地など，不安定な場合 

   （エ）住宅などの人の居住する施設が隣接しているなど，盛土の崩壊が隣接物に 

重大な影響を与えるおそれがある場合 

   （オ）腹付け盛土(盛土をする前の地盤面が水平面に対して２０度以上の角度をなし，

かつ，盛土の高さが５ｍ以上であるもの。)となる場合 

   イ 盛土のり面の安定性の検討に当たっては，次の各事項に十分留意すること。 

ただし，安定計算の結果のみを重視してのり面勾配などを決定することは避け，

近隣又は類似土質条件の施工実績・災害事例などを十分に参照すること。 

   （ア）安定計算 

      盛土のり面の安定性については，円弧すべり面法により検討することを標準と

する。また，円弧すべり面法のうち簡便式(スウェーデン式)によることを標準と

するが，現地状況などに応じて他の適切な安定計算式を用いる。 

排水方 向

排水 方 向
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（イ）設計強度定数 

      安定計算に用いる粘着力及び内部摩擦角の設定は，盛土に使用する土を用 

いて，現場含水比及び現場の締固め度に近い状態で供試体を作成し，せん断 

試験を行うことにより求めることを原則とする。 

（ウ）間げき水圧 

      盛土の施工に際しては，透水層を設けるなどして，盛土内に間げき水圧が発生

しないようにすること。しかし，開発事業区域内における地下水位又は間げき水

圧の推定は未知な点が多く，また，のり面の安全性に大きく影響するため，安定

計算によって盛土のり面の安定性を検討する場合は，盛土の下部又は側方からの

浸透水による水圧を間げき水圧とし，必要に応じて，雨水の浸透によって形成さ

れる地下水による間げき水圧及び盛土施工に伴って発生する過剰間げき水圧を考

慮すること。 

      また，これらの間げき水圧は，現地の実測によって求めることが望ましいが，

困難な場合は他の適切な方法によって推定することも可能とする。 

（エ）最小安全率 

      盛土のり面の安定に必要な最小安全率(Fs)は，盛土施工直後において，Fs 

≧１．５であることを標準とする。 

  また，地震時の安定性を検討する場合の安全率は，大地震時に Fs≧１．０ 

とすることを標準とする。なお，大地震時の安定計算に必要な水平震度は０． 

２５に建築基準法施行令第８８条第１項に規定する Zの数値を乗じて得た数 

値とする。 

（11）盛土全体の安定性の検討 

ア 造成する盛土の規模が，次に該当する場合は，盛土全体の安定性を検討すること。 

（ア）谷埋め型大規模盛土造成地 

      盛土をする土地の面積が３，０００㎡以上であり，かつ，盛土をすること 

により，当該盛土をする土地の地下水が盛土をする前の地盤面の高さを超え， 

盛土の内部に侵入することが想定されるもの 

（イ）腹付け型大規模盛土造成地 

      盛土をする前の地盤面が水平面に対し２０度以上の角度をなし，かつ，盛 

土の高さが５ｍ以上となるもの 
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イ 検討に当たっては，次の各事項に十分留意すること。ただし，安定計算の結 

果のみを重視して盛土形状を決定することは避け，近隣又は類似土質条件の施 

工実績，災害事例などを十分参照すること。 

（ア）安定計算 

      谷埋め型大規模盛土造成地の安定性については，二次元の分割法により検 

討することを標準とする。 

      腹付け型大規模盛土造成地の安定性については，二次元の分割法のうち簡 

便法により検討することを標準とする。 

（イ）設計強度定数 

      安定計算に用いる粘着力及び内部摩擦角の設定は，盛土に使用する土を用 

いて，現場含水比及び現場の締固め度に近い状態で供試体を作成し，せん断 

試験を行うことにより求めることを原則とする。 

（ウ）間げき水圧 

      盛土の施工に際しては，地下水排除工を設けるなどして，盛土内に間げき 

水圧が発生しないようにすること。 

しかし，開発事業区域内における地下水位又は間げき水圧の推定は未知な 

点が多く，また，盛土全体の安全性に大きく影響するため，安定計算によっ 

て盛土全体の安定性を検討する場合は，盛土の下部又は側方からの浸透水に 

よる水圧を間げき水圧とし，必要に応じて，雨水の浸透によって形成される 

地下水による間げき水圧及び盛土施工に伴って発生する過剰間げき水圧を 

考慮する。 

      また，これらの間げき水圧は，現地の実測によって求めることが望ましい 

が，困難な場合はほかの適切な方法によって推定することも可能とする。 

（エ）最小安全率 

      盛土の安定については常時の安全性を確保するとともに，最小安全率(Fs) 

は，大地震時に Fs≧１．０とすることを標準とする。 

なお，大地震時の安定計算に必要な水平震度は，０．２５に建築基準法施 

行令第８８条第１項に規定する Zの数値を乗じて得た数値とする。 
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５ 擁壁の構造 

がけ面に設置する擁壁の構造は，鉄筋コンクリート造，無筋コンクリート造又は練積

み造（石積み，コンクリートブロック積み）とすること。 

   なお，構造計算などにおいて本基準に示されていない事項については，｢宅地防災マ

ニュアルの解説｣を参考にすること。 

（１）鉄筋，無筋コンクリート造擁壁の構造 

ア 鉄筋コンクリート造又は無筋コンクリート造擁壁の設計に当たっては，土質条件，

荷重条件などの設計条件を的確に設定した上で常時及び地震時における擁壁の要

求性能を満足するように，次の各項目について安全性を検討するものとする。 

     ただし，地震時の検討においては，宅地造成等規制法施行令第６条に基づく 

擁壁又は，都市計画法施行規則第２７条第２項に基づく擁壁に限る。 

（ア） 土圧，水圧，自重など（以下｢土圧など｣という。）によって擁壁が破壊さ 

れないこと。 

（イ）土圧などにより擁壁が転倒しないこと。     

（ウ）土圧などにより擁壁の基礎がすべらないこと。  

（エ）土圧などにより擁壁が沈下しないこと。 

        擁壁の安定計算における安全率（FS）及び地盤の支持力度 

      擁壁の安定計算における安全率及び地盤の支持力度は，次のとおりとする。 

 常時 中地震時 大地震時 

部材応力 
長期許容応力度

以内 

短期許容応力度

以内 
終局耐力※（設計基準強度及

び基準強度）以内 

転倒 FS ≧１.５ － FS ≧１.０ 

滑動 FS ≧１.５ － FS ≧１.０ 

支持力 FS ≧３.０ － FS ≧１.０ 

   ※終局耐力とは，曲げ，せん断，付着割裂などの終局耐力をいう。 

（オ）擁壁に作用する土圧の水平成分によるすべりに対しては，突起を設けなくて 

も安全であるよう設計することが望ましいが，やむを得ず擁壁底版に突起を設 

ける場合は次によること。 

ａ 突起の高さは底版幅に対して０．１０～０．１５の範囲内とする。 

      ｂ 底版幅は，突起なしでもすべりに対する安全率 1.0 を確保できる幅とする。 

ｃ 突起の位置は，擁壁背面側（後方）に設ける。 

      ｄ 突起は硬質地盤(堅固な地盤や岩盤）に対して適用することを原則とする。

（軟質地盤では突起があっても，通常の基礎下部の施工条件の場合には， 

せん断面が突起なしの場合と大きく変わらないため） 
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      ｅ 突起は堅固な地盤や岩盤に対して，これらの地盤を乱さないように，ま 

た周辺地盤との密着性を確保するように施工すること。 

 

 

 

 

 

 

イ 設計条件の設定 

（ア）外力の設定 

土の単位体積重量，内部摩擦角などの土質条件，土圧，水圧，自重など 

の荷重条件及び鋼材・コンクリートなどの擁壁部材の許容応力度，地盤の 

許容応力度などを適切に設定しなければならない。 

ａ 土質条件 

 土質定数は，原則として土質調査・原位置試験に基づき求めたものを使用 

する。ただし，これによることが適当でない場合や，小規模な開発事業にお

いては，表１及び表２を用いることができる。 

     表１ 

土     質 
単位体積重量 
（ｋＮ／㎥） 

土圧係数※ 

砂 利 又 は 砂 １８ ０．３５ 

砂   質   土 １７ ０．４０ 

シルト，粘土又はそれらを多量に含む土 １６ ０．５０ 

※ 土圧係数は，背面土の勾配を９０度以下，余盛などの勾配及び高さをそれ

ぞれ３０度以下及び１ｍ以下とし，かつ擁壁の上端に続く地盤面などには積

載荷重がない条件に合致する場合に用いることができる。 

   表２ 

土     質 摩擦係数 

岩，岩屑，砂利又は砂 ０．５ 

砂  質  土 ０．４ 

シルト，粘土又はそれらを多量に含む土 

（擁壁の基礎底面から少なくとも１５ｃｍまでの深さの土を砂

利又は砂に置き換えた場合に限る。） 

０．３ 

 

（やわらかい地盤） 
※せん断面は深い位置に生じる 

（硬質地盤） 
※突起部にせん断が生じる 
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ｂ 荷重条件 

        擁壁の設計に用いる荷重については，擁壁の設置箇所の状況などに応じ 

て必要な荷重を適切に設定すること。 

（ａ）土圧 

① 土圧の計算は，ランキン，クーロン，テルツアギなどの各理論による 

こと。 

② 擁壁に作用する土圧は，裏込め地盤の土質や擁壁の形状などに応じて， 

実状にあわせて算出することを原則とする。 

     また，盛土の場合でこれによることが困難な場合や，小規模な開発事 

業において表１の値を用いることができる。 

③ 裏込土の内部摩擦角として，３０度を超えるものを使用する場合は，そ

の根拠となる土質調査試験の結果を添付すること。 

（ｂ）水圧 

水圧は，擁壁の設置箇所の地下水位を想定して擁壁背面に静水圧とし 

て作用させるものとするが，水抜穴などの排水処理を規定どおり行い， 

地下水位の上昇が想定されない場合は，考慮しなくてもよい。 

（ｃ）自重 

         擁壁の設計に用いる自重は，躯体重量のほか，逆Ｔ型，Ｌ型擁壁など 

の片持ちばり式擁壁の場合には，仮想背面のとり方によって計算上の擁 

壁の自重が異なるので注意すること。 

         （単位体積重量） 

材          料 
単位体積重量 
（ｋＮ／㎥） 

コ ン ク リ ー ト ２３ 

鉄 筋 コ ン ク リ ー ト ２４ 

（ｄ）地震時荷重 

擁壁自体の自重に起因する地震時慣性力と裏込め土の地震時土圧を考 

慮する。ただし，設計に用いる地震時荷重は，地震時土圧による荷重， 

又は擁壁の自重に起因する地震時慣性力に常時の土圧を加えた荷重のう 

ち大きい方とする。なお，表１及び表２を用いる場合は，擁壁の自重に 

起因する地震時慣性力と表１の土圧係数を用いるものとする。 



20  

（ｅ）積載荷重 

         擁壁の設置箇所の実状に応じて，建築物，工作物，積雪などによる積 

載荷重を考慮する。 

          （参考） 住宅地（木造平屋）   ５ｋＮ／㎡ 程度 

                  （木造２階建） １０ｋＮ／㎡ 程度 

               道 路        １０ｋＮ／㎡ 程度 

（ｆ）フェンス荷重 

          擁壁の天端にフェンスを直接設ける場合は，実状に応じて，適切な 

フェンス荷重を考慮する。なお，宅地擁壁の場合は，擁壁天端より高 

さ１．１ｍの位置に Pf＝１ｋＮ／ｍ程度の水平荷重を作用させる。 

（イ）外力の作用位置と壁面摩擦角など 

ａ 土圧などの作用面と壁面摩擦角など 

        土圧の作用面は原則として躯体コンクリート背面とし，壁面摩擦角は土 

とコンクリートの場合は，常時において２φ／３を用いる（φ：土の内部 

摩擦角）。ただし，擁壁背面に石油系素材の透水マットを使用した場合には， 

壁面摩擦角をφ／２とする。また，地震時においては透水マットの有無に 

かかわらず，φ／２とする。 

ｂ 土圧などの作用点 

        土圧合力の作用位置は，土圧分布の重心位置とする。 

（ウ）擁壁部材（鋼材及びコンクリート）の許容応力度 

       鋼材及びコンクリートの許容応力度について，以下のとおり建築基準法施 

行令を準用する。 

ａ 鋼材の許容応力度は，建築基準法施行令第９０条による。 

      ｂ コンクリートの許容応力度は，建築基準法施行令第９１条による。また， 

重力式擁壁などの無筋コンクリート造擁壁が，地震時において壁体内部に 

引張力が発生する場合のコンクリートの許容引張応力度は，許容圧縮応力 

度の１／１０を目安とすることができる。 

（エ）基礎地盤の許容応力度（許容支持力度） 

       原則として地盤調査結果に基づき決定すること。この地盤調査結果を受け 

て，擁壁高さ５ｍ程度以下の工事の場合は，建築基準法施行令第９３条の表 

に示す値を使用することができる。 
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（オ）地震力 

       地震時の標準設計水平震度は，中規模地震動で０．２０，大規模地震動で 

０．２５とする。 

（カ）底版と基礎地盤の摩擦係数 

       擁壁底面と基礎地盤の摩擦係数は，表２によること。ただし，基礎地盤の 

土質試験などの結果による内部摩擦角を用いる場合には，表２にかかわらず 

摩擦係数の値は０．６を上限としてｔａｎφ（プレキャストコンクリートの場 

合はｔａｎ２／３φ）を用いることができる。（φ：内部摩擦角） 

ウ その他 

（ア）根入れの深さは，原則として擁壁の高さの１５/１００（その値が３５ｃｍに 

満たないときは３５ｃｍ）以上とすること。 

      ただし，基礎地盤が｢別表 練積み造擁壁の各部の構造寸法表｣における第三 

種相当（以下，｢軟弱な場合｣という。）の場合は，擁壁の高さの２０/１００（そ 

の値が４５ｃｍに満たないときは４５ｃｍ）以上とすること。 

（イ）無筋コンクリートの４週圧縮強度は，１ｍｍ２につき１８Ｎ以上であること。 

（ウ）擁壁には，その裏面の排水を良くするため，壁面の面積３㎡以内ごとに少な 

くとも１個の内径が７．５ｃｍ以上の陶管その他これに類する耐水性の材料を 

用いた水抜穴を設け，かつ，擁壁の裏面の水抜き穴の周辺その他必要な場所に 

は，砂利その他の資材を用いて透水層を設けなければならない。 

（エ）建設省制定の土木構造物標準設計を使用する場合で当該標準設計に定められ 

ている各数値が土質試験などにより確かめられたものは構造計算書を省略する 

ことができる。 

ただし，宅地部分に使用する場合であって,地震時の検討が必要な場合は，地 

震時を考慮しているか，設計条件を確認すること。 

（オ）もたれ式擁壁は，次の条件のもと使用することとする。 

      ａ もたれ式は，地山あるいは裏込め土などによって支えられながら，自重 

により土圧に抵抗する型式のものであるため，設計の考え方は重力式擁壁 

に準じて取り扱うこと。 

      ｂ 切土に用いること。 

      ｃ 擁壁の高さは５ｍ以下とすること。 
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（２）練積み造擁壁の構造 

ア 石材その他の組積材は，控え長さが３０ｃｍ以上のものを使用し，コンクリート

を用いて一体化を図るとともに，その背面を栗石砂利で有効に裏込めすること。 

イ 練積み造擁壁の設計基準 

（ア）宅地造成等規制法施行令第８条の規定に基づく練積み造擁壁の構造基準 

ａ 擁壁各部の構造寸法は，背面土の種類などにより別図及び別表によること。 

ｂ 胴込め又は裏込めに用いるコンクリートの４週圧縮強度は，１ｍｍ２に 

つき１８Ｎ以上であること。 

ｃ 水抜き穴は，内径７．５ｃｍ以上の陶管その他これに類する耐水材料を用 

い，３㎡以内ごとに１個以上有効な位置に設けること。 

ｄ 擁壁を岩盤に接着して設置する場合を除き，擁壁には一体の鉄筋コンクリ

ート造又は無筋コンクリート造で擁壁のすべり及び沈下に対して安全である

基礎を設けること。 

ｅ コンクリートブロックについては，ＪＩＳ Ａ ５３７１に規格された

（施工面積１㎡当たり３５０ｋg 以上）ブロックを使用するものとし，その

認定書を添付すること。 

ｆ その他のコンクリートブロックの使用については，次の品質について公的

機関の証明書を添付したものであること。 

      （ａ）コンクリートブロックの４週圧縮強度は，１ｍｍ２につき１８Ｎ以上で 

あること。 

（ｂ）コンクリートブロックに用いるコンクリートの比重は，２．３以上であ 

り，かつ，擁壁に用いるコンクリートブロックの重量は壁面１ｍ２につき 

３５０ｋｇ以上（ただし，コンクリートブロックのみを積み上げた状態） 

であること。 

（ｃ）コンクリートブロックは，相当数の使用実績を有し，かつ，構造耐力上 

支障のないものであること。 

ｇ 擁壁を設置する場所の土質が，支持地盤として設計条件（地耐力）を満足

するか否かを地盤調査などにより確かめること。また，基礎は直接基礎とし，

良質な支持層上に設けることを原則とするが，地耐力が不足する場合は地盤

改良などを検討すること。 
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別図 練積み造擁壁の標準断面図（単位：ｍｍ） 

（１） 盛土の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）切土の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 標準工事仕様 

    組積材：ＪＩＳ Ａ ５３７１に規格されたブロック（控え３００ｍｍ以上，１㎡

当たり３５０ｋｇ以上），間知石など 

    胴込め・裏込めコンクリート：Fc＝18Ｎ／ｍｍ２以上 

    水抜きパイプ：硬質塩化ビニールパイプ（φ７５以上３ｍ２当たり１本以上） 

 裏込材：再生骨材，栗石・砂利又は砕石（ＲＣ－４０，Ｃ－４０） 

100

 

100 

 

  

300
 

300 

200 以上
 200

 

200 
D  

H   

θ  

B 

300  

b

止水コンクリート＠5cm
 

GL
 

  

水抜穴（φ75以上，3㎡当たり 1本以上）  

 

100

 

100 

 

 

300

300

200 以上 
200

200 
D  

H  

θ
 

B 

300 

b

止水コンクリート＠

G  

 

水抜穴（φ75以上，3㎡当たり 1本以上）  

土まじりの砂利

T

T



24  

別表 練積み造擁壁の各部の構造寸法表 

盛土 切土

2m以下 40cm以上

2mを超え3m以下 50cm以上

2m以下 40cm以上

2mを超え3m以下 45cm以上

3mを超え4m以下 50cm以上

3m以下 40cm以上

3mを超え4m以下 45cm以上

4mを超え5m以下 60cm以上

2m以下 50cm以上

2mを超え3m以下 70cm以上

2m以下 45cm以上

2mを超え3m以下 60cm以上

3mを超え4m以下 75cm以上

2m以下 40cm以上

2mを超え3m以下 50cm以上

3mを超え4m以下 65cm以上

4mを超え5m以下 80cm以上

2m以下 85cm以上

2mを超え3m以下 90cm以上

2m以下 75cm以上

2mを超え3m以下 85cm以上

3mを超え4m以下 105cm以上

2m以下 70cm以上

2mを超え3m以下 80cm以上

3mを超え4m以下 95cm以上

4mを超え5m以下 120cm以上

H:擁壁の地上高さ

60cm以上
かつ

0.20Ｈ以上
30cm以上

65度以下

70度を超
え75度以

下

65度を超
え70度以

下

65度以下

70cm以上

40cm以上

45cm以上
かつ

0.20Ｈ以上

裏　　栗

勾配 高さ（H）
下端部分の厚さ（b）上端の

厚さ（T)
根入れの
深さ（D）

65度を超
え70度以

下

65度以下

土　　質 下端部分の
厚さ（B）

擁　　壁

35cm以上
かつ

0.15Ｈ以上

第
二
種

真砂土，関
東ローム，
硬質粘土そ
の他これら
に類するも
の

第
三
種

その他の土
質

70度を超
え75度以

下

第
一
種

岩，岩屑，
砂利又は
砂利混じり
砂

70度を超
え75度以

下

65度を超
え70度以

下

 

注１ 土質調査などを行い，土質を決定すること。 

注２ 別表において，想定したがけの状況は，擁壁上端に続く地表面が水平で，擁壁に作

用する載荷重は５ｋＮ/㎡程度である。なお，載荷重については，実状に応じて考慮す

ること。 

注３ 別表の第二種に該当する土質及び構造においては，それぞれの高さに応じて，下記

の表に示す必要地耐力以上の地盤に基礎を設置すること。なお，想定条件以外の場合

は，別途検討の上，必要地耐力以上の地盤に基礎を設置すること。 
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高さ 種別 θ≦65度
盛土
切土
盛土
切土
盛土
切土
盛土
切土

表 　擁壁高さと勾配に応じた必要地耐力（ｋＮ／㎡）
65度＜θ≦70度 70度＜θ≦75度

2 75 75 75

3 75 75 75

4 100 100 －

5 125 － －
 

 

（イ）宅地造成等規制法施行令第１４条の規定に基づく練積み造擁壁の構造基準 

宅地造成等規制法施行令第１４条の規定に基づき，胴込めコンクリートを用 

いて充填するコンクリートブロック練積み造擁壁は，次のａ～iに定めるところ 

による場合においては，同令第８条の規定による練積み造の擁壁と同等以上の 

効力があると認める。 

ａ コンクリートブロックの４週圧縮強度は，１ｍｍ２につき１８Ｎ以上であ 

ること。 

      ｂ 胴込めに用いるコンクリートの４週圧縮強度は，１ｍｍ２につき１５Ｎ以 

上であること。 

ｃ コンクリートブロックに用いるコンクリートの比重が２．３以上であり， 

かつ，擁壁に用いるコンクリートブロックの重量は，壁面 1㎡につき３５ 

０ｋｇ以上であること。 

ｄ コンクリートブロックは，相当数の使用実績を有し，かつ，構造耐力上支

障のないものであり，その形状は，胴込めに用いるコンクリートによって擁

壁全体が一体性を有する構造となるものであり，かつ，その施工が容易なも

のであること。 

ｅ 擁壁の壁体曲げ強度は，１ｍｍ２につき１.５Ｎ以上であること。 

ｆ 擁壁の勾配及び高さは，擁壁の背面土の内部摩擦角及びコンクリートブロ

ックの控え長さに応じ，別表に定める基準に適合し，かつ，擁壁上端の水平

面上の載荷重は１㎡につき５ｋＮを超えていないこと。 

ｇ 擁壁を岩盤に接着して配置する場合を除き，擁壁前面の根入れ深さは擁壁

の高さの１００分の２０(その値が４５ｃｍに満たないときは，４５ｃｍ)以

上とし，かつ，擁壁には，一体の鉄筋コンクリート造又は無筋コンクリート

造で擁壁のすべり及び沈下に対して安全である基礎を設けること。 
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ｈ 擁壁が曲面又は折面をなす部分で必要な箇所，擁壁の背面土又は擁壁が設

置される地盤の土質が著しく変化する箇所など破壊のおそれのある箇所には，

鉄筋コンクリート造の控え壁又は控え柱を設けること。 

ｉ 擁壁の背面には，排水を良くするため，栗石，砂利などで有効に裏込めす

ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）大臣認定擁壁を使用する場合には，大臣認定書の写しを添付し，かつ，構造につ 

いては，その仕様によること。 

（４）擁壁の基礎が盛土上に設置された場合は，転圧，良質土の搬入などの施工は特に 

入念に行うこと。 

擁壁の背面土 

の内部摩擦角 

コンクリート 

ブロックの控え長さ

(単位ｃｍ) 

擁 壁 

勾 配 高さ(単位ｍ) 

２０度以上 

３０度未満 

３０以上３５未満 
６５度以上７５度未満 １以下 

６５度未満 １．５以下 

３５以上４５未満 

７０度以上７５度未満 １以下 

６５度以上７０度未満 １．５以下 

６５度未満 ２以下 

４５以上 

７０度以上７５度未満 １．５以下 

６５度以上７０度未満 ２以下 

６５度未満 ２．５以下 

３０度以上 

４０度未満 

３０以上３５未満 

７０度以上７５度未満 １．５以下 

６５度以上７０度未満 ２以下 

６５度未満 ３以下 

３５以上４０未満 

７０度以上７５度未満 １．５以下 

６５度以上７０度未満 ２．５以下 

６５度未満 ３．５以下 

４０以上４５未満 

７０度以上７５度未満 ２以下 

６５度以上７０度未満 ３以下 

６５度未満 ４以下 

４５以上 

７０度以上７５度未満 ２以下 

６５度以上７０度未満 ３以下 

６５度未満 ４．５以下 

４０度以上 

３０以上３５未満 

７０度以上７５度未満 ２以下 

６５度以上７０未満 ３．５以下 

６５度未満 ５以下 

３５以上４０未満 

７０度以上７５度未満 ２．５以下 

６５度以上７０度未満 ４．５以下 

６５度未満 ５以下 

４０以上４５未満 
７０度以上７５度未満 ３以下 

７０度未満 ５以下 

４５以上 
７０度以上７５度未満 ３．５以下 

７０度未満 ５以下 
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（５）擁壁の基礎地盤面に１００ｋＮ／ｍ２を超える応力度（常時）が生じる場合には， 

当該応力などが土質試験，載荷試験などに基づく当該地盤の許容応力度を超えない 

ことを確かめること。 

（６）斜面上に擁壁を設置する場合には，次図のように擁壁基礎前端より擁壁の高さの 

０．４Ｈ以上で，かつ１．５ｍ以上だけ土質に応じた勾配線（θ）より後退し，そ 

の部分はコンクリート打ちなどにより風化侵食のおそれのない状態にする。 

    

 
0.4H 以上で

かつ 1.5ｍ以上 H

コンクリート打ち 
厚さ 5ｃｍ～10ｃｍ 

θ 

100

15
H 以上かつ 35ｃｍ以上  

または  

100

20
H 以上かつ 45ｃｍ以上  

（「別表 練積み造擁壁の各部の

構造寸法表」における第三種相当

の場合） 
 

表 土質別角度（θ） 

背面土質 

軟岩（風化の著

しいものを除

く） 

風化の著しい

岩 

砂利，真砂土，

関東ローム，硬

質粘土その他

これらに類す

るもの 

盛土又は腐植

土 

角度（θ） ６０度 ４０度 ３５度 ２５度 

（７）伸縮継目は，原則として擁壁長さ 20ｍ以内ごとに 1箇所設け，特に地盤条件の 

変化する箇所，擁壁高さが著しく異なる箇所，擁壁の材料・構法を異にする箇所は， 

有効に伸縮継目を設け，基礎部分まで切断する。また，擁壁の屈曲部においては， 

伸縮継目の位置を隅角部から擁壁の高さの分だけ避けて設置する。 

（８）擁壁（練積み造擁壁，鉄筋コンクリート造擁壁，無筋コンクリート造擁壁（背 

面に勾配を付けた場合は除く。））の屈曲する箇所は，隅角をはさむ二等辺三角形 

の部分を鉄筋及びコンクリートで補強すること（二等辺の一辺の長さは，擁壁の 

高さ３ｍ以下で５０ｃｍ以上，３ｍを超えるもので６０ｃｍ以上とする。）。 
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 （９）上下に分離された練積み造擁壁の構造寸法の算出 

 a 

b 

c 

h1 

h 

H≦5m 

GL 

θ：土質別角度

下段擁壁は，Ｈを擁壁の高さとし,

擁壁の勾配及びｃ（下端部の厚さ）

を決める。 

ｂの寸法はａ，ｃ，ｈ，ｈ１の関

係による比例配分により算出す

る。 

上段擁壁は，ｈ１を擁壁の高さと

し，擁壁の寸法等を決める。 

下段擁壁 

上段擁壁

 

表 土質別角度（θ） 

背面土質 

軟岩（風化の

著しいものを

除く） 

風化の著し

い岩 

砂利，真砂土，関東ロー

ム，硬質粘土そのたこれ

らに類するもの 

盛土または

腐植土 

角度（θ） ６０度 ４０度 ３５度 ２５度 

 

（10）図に示す擁壁で表のθ角度内に入っていないものは，二段の擁壁とみなされ 

るので一体の擁壁として設計を行うこと。なお，上部擁壁が表のθ角度内に入 

っている場合は，別個の擁壁として扱うが，水平距離を０.４Ｈ以上かつ１.５ 

ｍ以上離さなければならない。 
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ｈ：  H 以上かつ 35ｃｍ以上 または  H 以上かつ 45ｃｍ以上 

（基礎地盤が｢別表 練積み造擁壁の各部の構造寸法表｣における第三種相当の土質） 

 

表 土質別角度（θ） 

背面土質 

軟岩（風化の

著しいものを

除く） 

風化の著し

い岩 

砂利，真砂土，関東ロー

ム，硬質粘土そのたこれ

らに類するもの 

盛土または

腐植土 

角度（θ） ６０度 ４０度 ３５度 ２５度 

（11）擁壁上部に斜面がある場合は，土質に応じた勾配線が斜面と交差した点までの垂 

直高さをがけ高さと仮定し，擁壁はその高さに応じた構造とすること。 

 

θ：土質別角度 

H 

  

表 土質別角度（θ） 

背面土質 

軟岩（風化の

著しいものを

除く） 

風化の著し

い岩 

砂利，真砂土，関東ロー

ム，硬質粘土そのたこれ

らに類するもの 

盛土または

腐植土 

角度（θ） ６０度 ４０度 ３５度 ２５度 

 

100

15

100

20
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６ 排水施設 

（１）計画排水量の算定と断面の検討 

ア 河川（一級河川，二級河川，準用河川及び開発面積が相当規模以上のもの） 

砂防指定地内の開発行為については，「広島県砂防事業設計指針」及び

「砂防指定地及び地すべり防止区域内における宅地造成等の大規模開発

審査基準（案）」によること。 

（ア）計画雨水排水量の算定 

  

  

 

 

 

 

 

                

  

 

        

   

 

 

 

 

 

 

                

 

 

 

 

 

Ｑ ＝     ×ｆ×Ｒ×Ａ        Q：計画高水流量（ｍ３／sec） 

                  ｆ：流出係数 

Ｒ：降雨強度（ｍｍ／ｈ） 

Ａ：流域面積（ｈａ） 

１ 

３６０ 

（流出係数）密集市街地  ＤＩＤ地区程度とし， ・・・・ ０．９ 
             開発区域を含む。 

      一般市街地             ・・・・ ０．８ 
     畑，原野              ・・・・ ０．６ 
     水田                ・・・・ ０．７ 
     山地                ・・・・ ０．７ 

      ゴルフ場              ・・・・ ０．８ 

（洪水到達時間） 

  ｔi＝ Δｔ+ 

 

         ｔi：洪水到達時間（ｍｉｎ） 

         Δｔ：流入時間（ｍｉｎ） 

 最上端が山地流域の場合は，２ｋｍ２当たり３０分（特に

急傾斜の山地については２０分）を標準とする。 

市街地の場合は，５分から１０分を標準とする。 

            ℓ  ：当該地点から上流の流路延長（ｍ） （流入域は除く） 

          W：洪水伝播速度（ｍ／sec） 

ℓ  

６０W 

（降雨強度） 

洪水到達時間（ ti）内の平均降雨強度（ｍｍ／ｈ） 

 降雨確率については，当該水系の下流で現に実施している河川改修計画と整合の

とれたものとなるよう計画すること。 
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（イ）断面の検討 

Q ＝ Ａ×Ｖ    Ｑ・・・・洪水のピーク流量（ｍ３／sec） 

          Ａ・・・・断面積（ｍ２） 

          Ｖ・・・・流速（ｍ／sec） 

（流速） 

原則としてマニング公式により算定すること。ただし，団地内の排水にかかる

ものについては，クッター公式により算出することができる。 

     １ 
  Ｖ＝    ×    ×  

     n   

            Ｖ：流速（ｍ／sec） 

      n  ：粗度係数 

         三面張りコンクリート  ・・・・０．０２５ 

         石積みなど（二面張り） ・・・・０．０３５ 

         素掘り         ・・・・０．０４０ 

      R ：径深（ｍ）[流水断面Ａ／潤辺長Ｐ] 

         余裕高は，河川管理施設等構造令第２０条及び規則第３

６条第２号の規定によるものとする。 

      I ：動水勾配（河床勾配を採用する。） 

イ 水路（ア以外の場合） 

（ア）計画汚水排水量の算定 

住宅団地の場合の管きょの設計に用いる計画汚水量は，計画時間最大汚水量を

使用し，次式によること。住宅地以外は，予定建築物の用途，規模により想定さ

れる計画使用水量を勘案して算出すること。 

            

計画時間最大汚水量＝        ×（計画１日最大汚水量）× 8.1  

                             （ℓ ／sec）         

   

 

 

 地下水量が考えられる場合は，必要に応じて１人１日最大汚水量の２割を加

算すること。 

3/2R 2/1I

24×60×60 

１ 

計画１日最大汚水量 ・・・・１人１日最大汚水量×計画人口 

１人１日最大汚水量 ・・・・４５０ℓ ／日（市

の下水道計画で定めている値） 
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（イ）計画雨水排水量の算定 

                  Ｑ：計画雨水量（ｍ3／sec） 

  Q ＝   ×ｆ×Ｉ×Ａ      Ｉ：降雨強度（１２０ｍｍ／ｈ） 

ｆ：流出係数 

＝   ×ｆ×Ａ         Ａ：集水面積（ｈａ） 

 

          

          

          

   

 

（ウ）断面の検討 

雨水と汚水との排水は分離して処理することとし，雨水，汚水排水量の設計流 

速・割増率は，次により決定すること。 

ａ 排水路の設計流速 

設計流速は，特殊な場合を除き，次表の基準によること。 

排水施設 最小流速 最大流速 

汚水管きょ ０．６ｍ／sec ３．０ｍ／sec 

雨水管きょ ０．８ｍ／sec ３．０ｍ／sec 

合流管きょ ０．８ｍ／sec ３．０ｍ／sec 

雨水開きょ ０．８ｍ／sec ３．０ｍ／sec 

ｂ 計画下水量の割増率 

（ａ）汚水 

管きょの内径 割増率 

７００ｍｍ未満 計画下水量の１００％ 

７００ｍｍ以上 

１，６５０ｍｍ未満 

計画下水量の５０％以上 

１００％以下 

１，６５０ｍｍ以上 

３，０００ｍｍ以下 

計画下水量の２５％以上 

５０％以下 

      （ｂ）雨水 

         計画雨水量の２０％ 

      （ｃ）合流 

    計画下水量の３０％ 

（流出係数）密集市街地  ＤＩＤ地区程度とし，  ・・・０．９ 

             開発区域を含む。 

     一般市街地             ・・・０．８ 

     畑，原野              ・・・０．６ 

     水田                ・・・０．７ 

     山地                ・・・０．７ 

      ゴルフ場              ・・・０．８ 

1 

360 

1 

3 
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       （流速）   

流量計算には，マニング式又はクッター式を用いる。 

        マニング式 

        Ｑ ＝ Ａ × Ｖ 

        Ｖ＝  ×   ×   （ｍ/sec） 

        

               クッター式 

        Ｑ ＝ Ａ × Ｖ 

DR

RN
IR

R

n

I

InV









　)
00155.0

23(1

00155.01
23

 （ｍ/sec） 

I
In

N  ）
00155.01

23(:  

n
I

D 
00155.0

23:  

       マニング式及びクッター式共通の粗度係数 

管 種 粗度係数 

陶 管 ０．０１３ 

鉄筋コンクリート管きょなどの工場製品 ０．０１３ 

現場打ち鉄筋コンクリート管きょ ０．０１３ 

硬質塩化ビニール管 ０．０１０ 

強化プラスチック複合管 ０．０１０ 

      ※ 上記以外の管種の粗度係数については，その管種の粗度係数による。 

ウ その他 

残流域を有する河川（渓流）が造成地内を通過する場合は，開きょとすること。 

また，造成地内に設置される水路で流量が１．５ｍ３／sec 以上のものは，原則と

して開きょとすること。 

（２）開発区域外の排水施設などとの接続 

ア 都市計画法第２９条に基づく，開発許可を申請しようとする者は，あらかじめ，

開発行為に関係がある公共施設（道路，公園，下水道，緑地，広場，河川，運河，

水路及び消防の用に供する貯水施設）の管理者と協議し，その同意を得なければな

らない。 

     また，当該開発行為又は開発行為に関する工事により設置される公共施設を管理

することとなる者と協議しなければならない。 

n

1 3/2R 2/1I

Q：流量（㎥／sec） 
A：流水の断面積（㎡） 
V ：流速（ｍ／sec） 
n ：粗度係数 
R ：径深（ｍ）（＝ A / P ） 
P ：流水の潤辺長 
I ：動水勾配 



 34

イ 開発区域内の排水施設は，放流先の排水能力，利水の状況その他の状況を勘案し

て，開発区域内の下水を有効かつ適切に排出することができるように，下水道，排

水路その他の排水施設又は河川その他の公共の水域若しくは海域に接続しているこ

と。この場合において，放流先の排水能力によりやむを得ないと認められるときは，

開発区域内において一時雨水を貯留する遊水池その他の適当な施設を設けることを

妨げない。 

ウ 雨水（処理された汚水及びその他の汚水でこれと同程度以上に清浄であるものを

含む。）以外の下水は，原則として，暗きょによって排出することができるように定

められていること。 

（３）排水施設の構造 

   ア 排水施設は，堅固で耐久性を有する構造であること。 

   イ 排水施設は，陶器，コンクリート，れんがその他の耐水性の材料で造り，かつ，

漏水を最小限のものとする措置が講ぜられていること。ただし，がけ崩れ又は土砂

の流出の防止上支障がない場合においては，専ら雨水その他の地表水を排除すべき

排水施設は，多孔管その他雨水を地下に浸透させる機能を有するものとすることが

できる。 

   ウ 公共の用に供する排水施設は，道路その他排水施設の維持管理上支障がない場所

に設置されていること。 

エ 管きょの勾配及び断面積が，その排除すべき下水又は地下水を支障なく流下させ

ることができるもの（公共の用に供する排水施設のうち暗きょである構造の部分に

あっては，その内径又は内法幅が，汚水管きょにあっては，２０ｃｍ以上，雨水管

きょにあっては，２５ｃｍ以上のもの）であること。 

オ 使用管種及び埋設寸法 

     管きょの最小被りの決定にあたっては，取付管，路面荷重，路盤厚及び他の埋設

物の関係，その他道路占用条件を考慮して適切な土被りとすること。 

     公道内に埋設する管きょについては，道路法施行令第１１条の４第１項により，

下水道管の本線を埋設する場合においては，その頂部と路面との距離は３ｍ（工事

実施上やむを得ない場合にあっては１ｍ）以下としないこと。 

     なお，ダクタイル鋳鉄管，ヒューム管（外圧１種，２種管），強化プラスチック複

合管，硬質塩化ビニール管の管種で３００ｍｍ以下の下水道管の埋設について，電

線，水道管，ガス管又は下水道管を道路の地下に設ける場合における埋設の深さな

どについてにより，最小被りを次表として運用してよいが，道路管理者に浅層埋設

基準の運用についての確認が必要である。 
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     浅層埋設基準 

種 別 頂 部 と 路 面 と の 距 離 

下水道管の 

本 線 

当該道路の舗装の厚さに０．３ｍを加えた値（当該値が１

ｍに満たない場合には，１ｍ）以下にしないこと。 

下水道管

の本線 

以外の線 

車

道 

当該道路の舗装の厚さに０．３ｍを加えた値（当該値が０．

６ｍに満たない場合には０．６ｍ）以下にしないこと。 

歩

道 

０．５ｍ以下にしないこと。ただし切り下げ部があり，０．

５ｍ以下となるときは，あらかじめ十分な強度を有する管

路などを使用する場合を除き，防護処置が必要。 

     注１ ヒューム管（外圧１種）を用いる場合には，当該下水道管と路面の距

離は１ｍ以下としないこと。 

     注２ 車両の通行が激しい幹線道路，輪荷重や振動の影響を受ける軌道敷地

内，又は，やむを得ず土被りが小さくなる場合には，管きょの安全性

を確認するとともに，高強度管の採用や適切な防護工を検討する必要

がある。 

     注３ 私道などに布設する場合には，排水施設の接続に支障がなく，上載荷

重や管理上の条件などに問題がないことを確認した上で，管きょの埋

設深を浅くすることができる。 

  注４ 寒冷地での施工の際には，管きょの最小土被りは凍結深度を考慮する。 

カ ます・マンホールなど 

   （ア）ます又はマンホール 

      専ら下水を排除すべき排水施設のうち暗きょである構造の部分の次に掲げる

箇所には，ます又はマンホールが設けられていること。 

ａ 管きょの始まる箇所 

      ｂ 下水の流路の方向，勾配又は横断面が著しく変化する箇所（管きょの清掃

上支障がない箇所を除く。） 

      ｃ 管きょの内径又は内法幅の１２０倍を超えない範囲内の長さごとの管きょ

の部分のその清掃上適当な場所 

        ただし，施設管理者との協議により別に定める場合は，その定めによるこ

とができる。 

（イ）雨水ます 

      雨水ますの底部には，深さ１５ｃｍ以上の泥溜を設け，蓋は，鋳鉄製（ダクト

タイルを含む），鉄筋コンクリート製，プラスチック製及びその他の堅固で耐

久性のある材料とすること。 

（ウ）汚水ます 

汚水ますには，底部にインバートをつけ，蓋は鋳鉄製（ダクトタイルを含む）， 

鉄筋コンクリート製，プラスチック製及びその他の堅固で水密性を確保でき，耐

久性のある材料で造られた密閉蓋とすること。       
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７ 防災施設 

（１）暗きょなどの設置 

ア 渓流を埋め立てる場合には，本川，支川を問わず在来の渓床に必ず暗きょ工を設

けること。暗きょ工は，樹枝状に埋設し，完全に地下水の排除ができるように計画

すること。支渓がない場合又は支渓の間隔が長い場合には，２０ｍ以下の間隔で集

水暗きょを設けること。暗きょ工における幹線部分の管径は，３０ｃｍ以上とし，

支線部分の管径は，１５ｃｍ以上とすること。 

幹線部分の暗きょ工は，有孔ヒューム管などにフィルターを巻いた構造とし，集

水部分は，有孔ヒューム管などを用いる地下排水溝などの構造とすること。 

排水は，表面のり面，小段，暗きょなど系統的に排水施設を計画し，造成部分の

一部に排水系統の行き渡らない部分が生じないようにすること。  

なお，盛土と現地盤との間に湧水又は地下浸透水が生じるおそれがある場合は，

次図のような暗きょを設けて排水すること。 

イ 常時流水のある場合は，流量算定のうえ断面を決定し，算定の結果６０ｃｍ以下

の場合でも６０ｃｍ以上の管径をとること。 

ウ 谷筋又は著しく傾斜している土地において盛土をする場合には，盛土をする前の

地盤の適当な箇所（谷筋方向に約５０ｍの間隔）にその盛土の高さの５分の１以上

の高さの蛇籠堰堤，コンクリート堰提などを暗きょとともに埋設し，盛土の下端の

部分にすべり止めの擁壁を設置すること。 

  

 

 

 

粗朶
地　山　線

砂利

栗石

有孔ヒューム管等
300mm～1,500mm

 

すべり止めすべり止め 
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（２）流出量の調整 

開発に伴い河川などの流域の流出機構が変化するなどにより，河川などへの流入量が

著しく増加し，災害を誘発するおそれがあり，かつ，下流河川などの改修又は，排水施

設の整備が開発のスピードに追いつかない場合は，別紙２の｢宅地開発等に伴う流量調整

要領｣に基づき開発を行う者が河川などの改修又は調整池の設置などを行うこと。 

（３）工事中の防災対策など 

ア 工事の施行に伴う災害の防止及び河川への濁水流入防止措置などを講じること。 

 イ 工事施工中においては，急激な出水，濁水及び土砂の流出が生じないよう，周辺

の土地利用状況，造成規模，施工時期などを勘案し，必要な箇所については，濁水

などを一時的に滞留させ，あわせて土砂を沈殿させる機能などを有する施設（設計

堆積土砂量については，別紙２の｢宅地開発等に伴う流量調整要領｣別紙｢調整池設置

基準｣第８条による。）を設置すること。  

 

８ 消防施設など 

 （１） 消防施設 

ア 関係法令に定める基準に従い，危険物などに対する安全管理，消火栓，防火水槽

その他の施設を適切に整備するほか避難広場，防火帯の設置などについても十分配

慮すること。 

   イ 消防に必要な水利として利用できる河川，池沼その他の水利が消防法第２０条第

１項の規定による勧告に係る基準に適合していない場合において設置する貯水施設

は，当該基準に適合しているものであること。 

（２） ガス供給施設 

   ガスによる災害防止のため，ガス事業法などの関係法令に定める基準に従い，事

業所の位置及び敷地面積などを十分考慮すること。 

 

９ 用水関係 

（１） 水道施設 

ア 水道施設の設置に当たっては，事前に市と十分協議すること。 

   イ 水道用水は，市からの給水によることとし，この確約書を得ること。 

ウ 市から給水されない場合であって，１００人を超える者にその居住に必要な水を

供給するとき，又は水道施設の１日最大給水量が２０㎥を超えるときは，専用水道
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の確認を受けること。 

     また，やむを得ず地下水，伏流水，表流水などに依存する場合は，渇水期におけ

る揚水試験成績，付近住民・水利権者などの利害関係者の同意，流水占用の許可な

ど必要な取水量が確保できることを証する書類を入手し，給水に支障がないよう措

置すること。 

（２） 農業用水との関係 

ア 水道用水を地下水，伏流水，表面水などに依存する場合は，農業用水と競合する

場合も考えられるので農業振興に支障のないよう十分配慮すること。 

   イ 農業用の池沼などは，その利用度が低い場合であっても積極的に保存するよう努

めること。 

 

１０ 廃棄物の処理 

 （１） し尿などの処理 

ア 開発区域のし尿及び雑排水[工場排水，雨水その他の特殊な排水を除く]（以下｢し

尿など｣という。）は，下水道法に規定する下水道で処理する場合を除き，原則とし

て，浄化槽を設け処理すること。なお，複数の区画から発生するし尿などを集中し

て処理する浄化槽（以下｢複数区画処理浄化槽｣という。）を設置する場合，その排出

水は，生活環境項目に係る排水基準に適合するよう処理することを前提とする。 

イ 複数区画処理浄化槽は,原則として１開発事業につき１箇所とすること。地形など

の理由によりやむを得ず２箇所以上とする場合の排出基準は，１箇所とみなして人

槽及び排出量の合計をとり，その該当する排出基準を適用する。 

ウ 浄化槽から発生する汚泥の処理処分を明確にすると同時に，この処理処分につい

ては，市と十分協議すること。 

エ 浄化槽の維持管理体制を明確にすることともに，浄化槽を管理することとなる者

に必要な維持管理について説明する体制が整っていること。 

オ 浄化槽の計画汚水量は，｢建築物の用途別によるし尿浄化槽の処理対象人員算定基

準（ＪＩＳ基準）｣によること。 
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第３ その他 

１ 公共施設などの整備について 

 （１）都市計画法第２９条に基づく，開発許可申請をしようとする者は，あらかじめ，開

発行為に関係がある公共施設（開発区域内にある既存の公共施設のほか，開発区域外

にあって，開発区域に接続することとなる道路や，開発行為の実施に伴って変更又は

廃止されることとなる公共施設も含む。）の管理者と協議し，その同意を得なければな

らない。 

 （２）都市計画法第２９条に基づく，開発許可申請をしようとする者は，あらかじめ，開

発行為又は開発行為に関する工事により設置される公共施設を管理することとなる者

と協議しなければならない。 

     

２ 公共施設などの維持管理体制について 

   開発事業に伴う公共施設など（他の法律に基づく管理者が別にあるものを除く。）の維

持管理については，極力，当該公共施設の存する市においてこれを引き継ぐものとし，

特にやむを得ない事情により開発者にその管理を委ねざるを得ない場合にあっても，で

きる限り，当該公共施設の用に供する土地に係る所有権のみは帰属を受け基本的な管理

権の所在を明確にしておくこと。 

   特にやむを得ない事情により当該公共施設の全部又は一部の管理を開発者に行わせ 

る場合には，当該公共施設の用に供する土地の所有権の移転の登記を行い帰属を受け 

た後に別途期間を定めて当該公共施設に関する管理委託契約を締結するなどの措置を 

講ずること。 

 

３ 関係権利者の同意など 

（１）開発事業者は，河川，農業用水路などの管理権限を有しない水利組合，水利権者，

農業用水使用関係者など公共施設の管理者でない者であっても,紛争の未然防止の観

点から十分協議，調整を行うこと。 

    また，ダム（水道用水，工業用水，治水目的のものなど）上流における開発行為で，

ダムの水質などに影響を及ぼすおそれがある場合には，ダムの管理者の同意も事前に

得ること。 

 （２）当該開発行為をしようとする土地若しくは当該開発行為に関する工事をしようとす

る土地の区域内の土地又はこれらの土地にある建築物その他の工作物につき当該開
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発行為の施行又は当該開発行為に関する工事の実施の妨げとなる権利（所有権，地

上権，抵当権など）を有する者の相当数の同意を得ていること。 

 

４ その他 

  この基準のほか，各事業目的別の細目事項は，第４の個別基準によること。 
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第４ 個別基準 

一般住宅地（自己用のものを除く） 

区 分 基   準   細   則 
 

位 置 
 
 

 
１ 高速自動車動又はその予定地，新幹線などから環境保全上支障のない距離を保

つことを原則とし，やむを得ない場合は緩衝緑地の設置などの対策が講じられて

いること。 

水 道 
施 設 

 
２ 水道法に基づく専用水道に該当する場合は，確認を受けた後，全体工事に着手

すること。 
（１）給水量の算定は次によること。 

ア 給水戸数 
計画戸数とする。 

イ 給水人口 
１戸当り４人とする（ただし，高層アパート，マンションなどの１戸当り

の給水人口は３．５人とする。）。 
ウ 給水量 

１人１日最大給水量はおおむね４５０ℓ （１人１日平均給水量３７０ℓ ）

とする。 
なお，その他特殊な使用がある場合は，別途計算したものを加算するもの

とする。 
（２）井戸の安全揚水量は，渇水期における最大揚水量の５０％とすること。 
（３）水質検査は，水質が最も悪化していると考えられる時期，即ち降雨，降雪，

洪水，渇水時などにおいて全項目検査（水質基準に関する省令）などを複数回

実施すること。 
（４）浄水方法の選定に当たっては，前記水質検査結果で適合しなかった項目に対

し，必要とする浄水施設を設置すること。 
（５）前各号に掲げるもののほか，配水管その他については水道施設基準の定めに

よること。 
 

消防水

利施設 

 

３ 開発区域内の消防に必要な水利として利用できる河川，湖沼その他の水利が消

防法第２０条第 1項の規定による勧告に係る消防水利の基準に適合していない場

合においては，事業主において当該規準に適合する消防水利施設を整備すること。

 

 
汚水処

理施設 

 

４ し尿，雑排水などは，合併処理施設を設置し，放流先の公共用水域の水質が，

水質環境基準その他の水質の環境目標に適合するよう処理して放流すること。た

だし，終末処理施設を有する下水道へ排出する場合は，この限りでない。 
 

 

この基準は，平成２７年４月１日から適用する。  
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県が管理する道路と他の道路との平面交差に関する構造基準 

 

１ 交差又は接続の位置 

（１）本線の曲線半径 

R ≧１００ｍ の区間内を原則とする。 

（２）本線の縦断勾配 

原則として本線の勾配が２．５％以下の区間とする。（なるべく平坦部での接続が望ま

しい） 

やむを得ない場合でも３．５％を超える区間への接続は避けること。 

（３）交差路の間隔 

望ましい交差点間隔の標準下限値（ｍ） 

 １種 ３種 ４種  

非信号交差点同士 ３ vn  ２ vn  １．５ v  
v＝設計速度（ｋｍ／ｈ）

n ＝車線数 
信号交差点同士  ３ v  ３ v  

非信号・信号交差点  ２ vn  １．５ v  

（４） そ の 他 

 視距のとれない位置（トンネル出口，堀割り道路付近）は，絶対接続を避けること。 

２ 交差点の形状 

（１） 本線との交差角 

交差角は７５°以上のできるだけ直角に近い角度で接続すること。 

  やむを得ない場合でも６０°以上とすること。 

       

（２） 交差又は接続の形状 

ア 交差点の脚数は４以下とする。 

イ 原則として，くい違い交差，又は折れ脚交差としないこと。 

別紙１ 

本線 
 

75°～90° 
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ウ 既設三差路で既設接続路と同一側への接続は避けること。 

※ 特に「イ」は国県道をはさんで異なる事業で接続する道路が計画される場合がある

ので注意し調整すること。 

３ 接続路の設計要素 

（１） 接続路の縦断勾配 

ア 本線取付部付近では，できるだけ水平が望ましい。 

少なくとも路肩端から次の表に示す区間は２．５％以下とすること。 

    表‐Ａ 

本 線 規 格 取付部分の区間 

３－３，４－２ ３５（ｍ） 

３－４，４－３ １５（ｍ） 

イ 交差点の取付部及び交差点前後の相当区間の勾配は，できるだけ緩やかとすること。 

ウ 縦断曲線の頂部又は底部付近に交差点を設けないようにすること。 

（２） 接続路の縦断曲線 

   接続路の縦断勾配の変化点が路肩端より３０ｍ以内にある場合は，衝撃緩和，視距確

保のための縦断曲線を設置すること。 
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４ 接続路の隅角剪除 

  接続路の設計車両は，普通道路についてはセミトレーラー連結車(Ｓ)とし，市街部で大

型車の規制がある場合は普通自動車(Ｔ)を設計対象とする。小型道路については小型自動

車等(Ｃ)とする。 

車両別の設計数値の下限値は下表のとおり 

設 計 車 両 Ｒｏ Ｒｉ Ｗ 

小型自動車等(Ｃ) ８．０ ４．０ ４．０ 

普通自動車(Ｔ) １３．０ ７．５ ５．５ 

セミトレーラー連結車(Ｓ) １３．０ ４．５ ８．５ 

 Ro  車両外側回転半径(ｍ) 

 Ri  車両内側回転半径(ｍ) 

 WB  基本幅員    (ｍ) 

 W   導流路幅員（W ＝ Ro － Ri ） 

 

５ 右・左折車線等の設置 

 本線交通流が，接続路設置により阻害されることのないよう，必要があれば右左折車線を

設けること。特に国道，主要地方道等の沿線で開発が大規模に行われ将来の交通流に大きな
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支障が予想される場合は注意が必要である。 

６ 接続路の幅員 

 接続路の幅員が２車線ない場合（車幅５．０ｍ程度以下）は本線との取合部分３０ｍ以上

の区間を２車線以上（車幅５．５ｍ以上）の幅員にすること。すり合わせは，この区間外で

すること。 

  

７ 接続路の舗装 

 本線に接続する道路は本線路肩端より３０ｍ以上の区間は必ず舗装すること。 

  

 

 

 

８ 排  水 

（１） 接続路の側溝は，本線側溝と接続させないで処理すること。又，本線横断暗渠は認

めない。 

（２） 接続路面上の雨水の本線への流入は，防止するよう処理すること。（横断グレーチ

ング等によって） 
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別紙２ 

 

 
宅 地 開 発 等 に 伴 う 流 量 調 整 要 領 

 
（趣旨） 

第１条  この要領は，宅地開発等によって河川等の流域の流出機構が変化するなどにより河川

等への流入量が著しく増加し災害を誘発するおそれがあり，かつ，下流河川等の改修又

は排水施設の整備が開発のスピードに追いつかない場合に，河川等管理者の指導により

宅地開発等を行う者（以下「事業者」という。）が，河川工事等を施工することによっ

て災害の発生を防止しようとするものである。 

（用語の定義） 

第２条  この要領において，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各号に定めるとこ

ろによる。 

(1)  宅地開発等  宅地，ゴルフ場その他これらに類するものを造成する目的で行う土地の区

画形質の変更をいう。 

(2) 河川等    河川法を適用又は準用する河川，河川法を適用及び準用しない河川（溜 

池及び用水路を含む。以下同じ。），砂防法の規定に基づいて指定した土地並

びに下水道法の規定による下水道をいう。 

(3)  河川工事等  河川等の改修（維持補修工事を含む。）及び調整池の設置をいう。 

(4)  調整池    別紙の「調整池設置基準」に基づき設置する調整池をいう。 

(5)  河川等管理者 宅地開発等により影響を受ける河川等の管理者をいう。 

(6)  総合的な治水対策  流域内の開発による放出増に対して法河川改修による対応のみな

らず，流域内の開発，土地利用計画等と河川管理者が，調整を図る総

合的な水害防止対策をいう。 

（適用範囲） 

第３条  この要領は，河川法，砂防法，下水道法又は普通河川等保全条例の規定に基づく許可，

認可を要する宅地開発等に適用する。ただし，総合的な治水対策を講じる流域を除く。

（別途河川管理者と協議のこと） 

  

（流量の調節方法） 

第４条  宅地開発等に伴い事業者が流量調節のために施行する河川工事等において，流域の地

形その他の状況により，河積の拡大等改修が極めて困難な場合は，調整池を設置する。 

２  事業者は，前項の工事完了後でなければ土地の区画形質の変更をしてはならない。た

だし，前項の工事完了までの間，河川等管理者が適当と認める洪水調節などの防災機能を

有する施設を設置した場合は，この限りでない。 

 

（河川等の改修） 

第 5 条 河川等の改修に係る調査及び設計は，事業者が行うものとする。 

２  河川等の改修を行う場合の計画規模は，流域の状況，過去の降雨などを考慮して河川等

管理者が指示する。 

３  河川等の改修により新たに河川等の区域となる土地は，河川等に帰属させること。 
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（調整池の設置） 

第 6 条 調整池に関する調査及び設計は，事業者が行うものとする。 

２  調整池は，流域ごとに開発区域内に設置し，原則として河川の流域界の変更は行わない

こと。 

３  調整池は，原則として計画対象降雨が年超過確率で 30 分の 1 洪水に対処できる規模及

び構造でなければならない。ただし，第 4 条第 1 項の調整池の計画対象降雨の年超過確率

は 50 分の 1 とする。 

（調整池の管理） 

第７条 調整池完成後の当該施設の維持管理は，原則として市が行うものとする。やむを得ず事

業者などが管理する場合にあっても，当該調整池の土地は，市に帰属すること。 

２  調整池には当該施設の管理者名，連絡先その他必要な事項を掲示した標識を公衆の見え

やすい位置に設置すること。 
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調 整 池 設 置 基 準 

第一章  総       則 

 

（総則） 

第１条 宅地開発等に伴い調整池を設置する場合には，この基準によるものとする。 

なお，この基準に定めのない事項については，日本河川協会の「河川管理施設等構造令」

及び「大規模宅地開発に伴う調整池技術基準（案）」によるものとする。 

（調整池の形状及び洪水調節方式） 

第２条 調整池は，原則として掘込式とし，築堤高は可能な限り低くしなければならない。 

２ 調整池の洪水調節方式は，原則として自然放流方式とする。 

 

第二章  計  画  基  準 

  

（洪水のピーク流量の算定方式） 

第３条 洪水のピーク流量はラショナル式によるものとし，次式により算定する。 

     Q p  =
360

1
× f × r × A  

       Q p …………洪水のピーク流量（ｍ3/sec） 

            f ……………流出係数 

            r  ……………洪水到達時間内の平均降雨強度（mm/h） 

            A  ……………流域面積（ha） 

（洪水到達時間） 

第４条 洪水到達時間は，次式により算定する。 

     ti  ＝ t  ＋ 
W

l

60
 

      ti  ……………洪水到達時間（min） 
            t ……………流入時間（min） 
                      最上端が山地流域の場合は，2k ㎡ 30 分 

（特に急傾斜の山地については 20 分）を標準とする。 
市街地の場合は，5 分から 10 分を標準とする。 

        l ……………当該地点から上流の流路延長（m） （流域は除く） 
             W ……………洪水到達速度（m／sec） 
                       次の第 2 項又は第 3 項により算定する。 

２ 改修済みの河川等の区間の洪水到達速度は，マニング公式により算定する。 

     W  = 
n

1
×

3/2R ×
2/1I  

W ……洪水到達速度（m/sec） 
            n ……粗度係数   
         三面張りコンクリート……0.025 
                 石積み等（二面張り）……0.035 
         素   掘   り ……0.040 
            R ……径深（m） 
                  余裕高は，河川管理施設等構造令第 20 条によることを原則とする。 
            I  ……動水勾配（河床勾配を採用する。） 
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３ 未改修の河川等の区間の洪水到達速度は，次により算定する。  

（１）  河床勾配が 1／18 より急な場合は，ルチハ公式による。 

     W  = 20  l
h 6.0  

      W  ……洪水到達速度(m/sec) 

            l   ……流入時間算出流域を控除した最上流点から当該地点までの水平距離(m) 

            h   ……流入時間算出流域を控除した最上流点から当該地点までの標高差(m) 

（２）  河床勾配が 1／18 より緩やかな場合は，クラーヘン公式による。 

     

l
h  が

100

1
以上          5.3W m/sec 

 l
h  が

100

1
未満

200

1
以上         0.3W m/sec 

    l
h  が

200

1
未満                 1.2W  m/sec 

４ 洪水到達時間が 10 分未満の場合は，原則として 10 分を用いる。 

（流出係数） 

第５条  流出係数は，開発前，開発後の当該区域及びその周辺の状況を考慮して適切な値をと

るものとし，原則として次の区分による値を標準とする。 

       密集市街地 （DID 地区程度とし，開発区域を含む。）……0.9 

       一般市街地                    ……0.8 

       畑・原野                      ……0.6 

       水田                        ……0.7 

       山地                        ……0.7 

       ゴルフ場                      ……0.8 

（計画対象降雨） 

第６条  調整池の洪水調節容量を算定するために用いる計画対象降雨については，最新版の降

雨強度～継続時間曲線（以下「確率降雨強度曲線」という。）によって求めるものとし，

広島地区の強度式を用い算定する。ただし，開発流域の下流河川改修計画の規模がこれ

らの数値を上回っている場合は，当該改修計画の数値による。 

 広島地区 

       t  
 
確率n年 

t  =10min ~ 180min t  = 3hr ~ 24hr 

100 年 100r  = 
378.0

806.360

t
 100r  = 

716.0

462.112

t
 

50 年 50r   = 
243.1

814.626

t
 50r   = 

693.0

843.92

t
 

30 年 30r   = 
793.0

556.544

t
 30r   = 

676.0

228.80

t
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     n ……確率年 

     r ……確率降雨強度曲線上の任意の継続時間（t）に対応する降雨強度（mm/h） 

         t  ……任意の降雨継続時間（分又は時間）。ただし，10 分未満の場合は 10 分とする。 

 

 

（洪水調節容量の算定方法） 

第７条 洪水の規模が年超過確率で 1／30（宅地開発等に伴う流量調整要領第 4 条第 1 項の調整

池の場合にあっては 1／50 とする。以下同じ。）以下のすべての洪水について，開発後に

おける洪水のピーク流量の値を調整池下流の流過能力の値まで調節する。調整池の洪水調

節容量は，1／30 確率降雨強度曲線を用いて求める次式の必要調節容量（V ）の値を最大

とするような容量をもってその必要調節容量とするものとする。 

    V =( ri  － 
2

rc
 ) ti  × f  × A  × 

360

1
 

     V ……必要調節容量（ｍ3） 

f ……開発後の流出係数 

A……開発面積（ha） 

（注）流域面積が開発面積より大きい場合は，別途河川等管理者と協議すること。 

rc ……放流許可量の値に対応する降雨強度（mm/h） 

ri  ……1／30 確率降雨強度曲線上の任意の継続時間（ ti）に対応する降雨強度（mm/h） 

ti  ……任意の継続時間（sec） 

２ 前項で示す必要調節容量（V ）の値は，次図 ti  = 0 ~ ct '
の間で最大となるが，その算

定は任意の ti， riを逐次計算法又は微分する方法により決定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

30

1
確率降雨強度曲線 

2

rc
 

r

t

3r

1r

rc

2r

1t
ct '  tc  

2t3t  
4t  0

4r
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３ 放流許可量（Q pc ）に対応する降雨強度（ rc ）は，次式によって算定する。 

     rc  = Q pc  × 
Af 

360
 

      rc ……放流許可量に対応する降雨強度（mm/h） 

                   （注） rc  = 10 mm/h 未満の場合は 10 mm/h とする。 

 Q pc ……放流許可量（ｍ3/sec ） 

f   ……流出係数（第 5 条に定める値とする。） 

A   ……放流地点における流域面積（ha） 

（１）  放流許可量の算定 

     治水上最も危険な地点（流過能力が最少）で次により決定する。 

    Q pc  = Q × 
A

a
 

     Q……検討区間における河川等の流過能力（ｍ3/sec） 

a ……放流地点における流域面積（ha） 

A……河川等流過能力算定地点から上流の流域面積（ha） 

    ア 河川法を適用又は準用する河川へ放流する場合の流過能力の検討区間は，放流地点か

ら下流 2km の区間とする。 

     ただし，地域森林計画対象民有林の林地開発行為に該当する場合は，放流地点から下

流において，開発後の無調節のピーク流量が開発前のピーク流量に対して１％以上増加

する区間（その区間が２km に満たない場合は２km の区間）とする。 

   イ 河川法を適用及び準用しない河川（下水道を含む。以下同じ。）へ放流する場合の流過

能力の検討区間は，河川法を適用及び準用しない河川の区間と河川法を適用又は準用す

る河川の合流点から下流 2km の区間とする。 

     ただし，地域森林計画対象民有林の林地開発行為に該当する場合は，放流地点から下

流において，開発後の無調節のピーク流量が開発前のピーク流量に対して１％以上増加

する区間（その区間が河川法を適用及び準用しない河川の区間と，河川法を適用又は準

用する河川の合流点から下流２km の区間より上流になる場合は，合流点から２km の区

間）とする。 

   ウ 流過能力の検討区間において感潮部がある場合は，河口から不等流計算により流過能

力の検討を行う。ただし，河口部の水位はさく望平均満潮位とする。 
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（２）  最少流過能力の算定 

      最少流過能力は，マニング公式によって算出する。 

ア 粗度係数  第 4 条第 2 項の係数を用いる。ただし，護岸未整備の河川等の区間で，

蛇行が多い場合は 0.05，蛇行が少ない場合は 0.045 を用いる。 

イ 動水勾配  第 4 条第 2 項のとおり。 

ウ 余裕高   改修済み河川等の区間は，河川管理施設等構造令第 20 条に定める基準

によるものとする。その他の場合には，0.3ｍ以上とし，径深 1ｍ以下の場

合は，0.2ｍ以上とすることができる。 

（設計堆積土砂量） 

第８条 調整池の設計堆積土砂量は，工事期間中は 1 年当たり 300ｍ３／ha，工事完成後の開発

区域内の裸地（芝付等を含む。）については 1 年当たり 70ｍ３／ha を標準とする。 

２ 設計堆積年数は，調整池の設置年数及び維持管理の方法により決定する。ただし，1 年

を下回ることはできない。 

 

第三章  構  造  基  準  

 

（ダムの型式） 

第９条 ダムの型式は，コンクリートダムを原則とする。ただし，地形又は地質が適当でない場 

合にはフィルダム等とすることができる。 

（ダムの安定） 

第 10 条 ダムの安定に必要な強度及び水密性を有し，かつ，滑動及び転倒に対する安定性を有

するものとする。 

（ダムの基礎地盤） 

第 11 条 ダムの基礎地盤は，前条のダムの安定性を確保するために必要な強度及び水密性を有

するものとする。 

（基礎地盤調査） 

第 12 条 基礎地盤の土質，地層構成などの状態を把握するため，ダムサイト付近に 3 個以上の

ボーリングを施さなければならない。ただし，既調査資料がある場合は，この限りでは

ない。 

（ダムの余裕高） 

第 13 条 ダムの非越流部の高さは，異常洪水位（余水吐の設計洪水流量における水位）に風又

は地震による波浪などを勘案して，次の余裕高を加えたものとする。ただし，公園等を

調整池として利用する場合は，個別に協議の上計画すること。（ダム高 15m 以上は，河

川管理施設等構造令に準じるものとする。） 

コンクリートダムの場合  0.6ｍ以上 

フィルダムの場合     1.2ｍ以上 

（余水吐） 

第 14 条 調整池には，計画以上の洪水を処理するために余水吐を設けるものとする。 

２ 余水吐は，100 年に１回起きるものと想定される当該調整池の直上流部の流量又は既

に観測された雨量・水位・流量などに基づいて算出された当該調整池の直上流部におけ

る最大の流量のいずれか大きいものの 1.44 倍以上の流量を放流し得るものとする。 

３ 余水吐の断面は，次式によって算定する。 
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     Q = 
15

2
 ah  gh2  ( 3 Bl +2 Bu  ) 

Ｑ ：計画流量 

α ：越流係数(0.6) 

ｈ ：縮流前の越流深 

Ｂl ：底幅 

Ｂu ：上幅 

ｇ ：重力の加速度 9.8m/(sec)＾2 

 

（余水吐の構成） 

第 15 条 余水吐は，次の各号に定めるところによるものとする。 

（１） 余水吐は，原則として直線的な平面形状であること。 

（２） 余水吐には，ゲートその他放流量を人為的に調節する装置をつけてはならない。 

（３） 水路は，原則として矩形かつ開水路とすること。 

（４） 流入部は，流速分布が均一となるようにすること。 

（５） 流入部は，流木等により閉塞しない構造とすること。 

（６） 導流部の幅は，2ｍ以上とすること。 

（７） 導流部は，流れが乱れないように水路の幅の急縮及び水路縦断勾配の急変を避け

ること。 

（８） 減勢部は，余水吐から放流される流水による堤体及び水路の損傷を防止するため，

余水吐末端に静水池及び護床工などを設けて従来の流勢を悪化させることなく現河

道に接続する構造とすること。 

（９） 余水吐は，原則として地山部分に設置すること。 

（放流管） 

第 16 条 放流管の規模及び構造は，次の各号に定めるところによるものとする。 

（１） 排水塔の流入口（ BL× DL ）は，第 7 条第 2 項第 1 号に定める放流量に見合うも

のとし，次式により算出する。 

    Q pc = C × BL× DL )5.0(2 DLHLHg   

     Q pc …… 放流許可量（ｍ3/sec） 

H  …… 第 7 条第 1 項及び第 8 条に定める必要調節容量に見合う水位 

C   …… ベルマウスを有するときはC =0.85~0.90，有しないときはC =0.60 とす

る。 

 

Bu  

h  

Bl  
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（２） 排水路の流入口（ BL× DL ）と放流管の内径（ D）は，Q pc  ≦ 26 D 3/8
×I 2/1

 

の関係を満たすこと。 
なお，管径は完成後の維持管理を考えて最小 600mm，放流管の長さ 50ｍ以上のと

きは 1,000mm 以上とする。 

（３） 放流管は，地山部分に切り込んで設置し，慎重に埋めもどすこと。 

（４） 放流管は，原則として 1 本とし，2 本以上設置する場合は相互の間隔を平面的に  

10ｍ以上とすること。 

（５） 放流管は，堤軸に直角方向に設置すること。 

（６） 放流管は，鉄筋コンクリート造とし，ヒューム管，高外圧管などを使用する場合は

全管長にわたって鉄筋コンクリートで巻くこと。 

（７） 放流管の長さが 20ｍ以上となる場合には，不等沈下などによる破損を防止するた

め継手を設けなければならない。 

継手は，可撓性のある止水板を使用し，周囲は鉄筋コンクリートカラーで囲み，カ

ラーと本体及び本体の突合部には伸縮性のある目地材を充填すること。 

（８） 放流管の両端部に遮水壁を設け，管の長さが長い場合には中間にも適当な間隔で遮

水壁を設けて放流管の外壁に沿った浸透流の発生を防止すること。 

なお，この遮水壁は，放流管の本体と一体構造とすること。 

（９） 流入口には，流入口（オリフィス）の断面積の 20 倍以上の断面積を有する防塵設

備を H.W.L まで設けること。 

（10） 放流管は，年超過確率 1／30 洪水に対して開水路となるように設計し，放流管出

口が水没しないように出口敷高を定めること。 

なお，流量が年超過確率 1／30 洪水を超える場合でも開水路となるよう放流管の

流入口及び出口にそれぞれエヤーベントを設けるものとし，その標準は次表のとお

りとする。 

 

 

 

標準エヤーベント径表 

水     深 5 m 8 m 10 m 15 m
エヤーベント径 10 cm 13 cm 15 cm 18 cm

 

排
水
塔 

放流管 

エヤーベント 
エヤーベント 

ダム 
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（11） 放流管の閉塞を防止するため設計堆砂面の高さに堆砂用の擁壁を流入口の上流に設

けること。この場合においては，設計堆砂面以下の排水のために堆砂用擁壁の下部の

一部をフィルター構造とし，併せて堆砂の排除のため，排水塔流入口が閉塞した場合

の代替などのため排水塔側部に排水用ゲートを設けておくとよい。 

 

エラー! 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（12） 放流管の流入口は，点検整備し得るようにすること。 

 

（防護さく） 

第 17 条 調整池への立ち入りを防止するため，原則として防護さく（高さ 1.8ｍ以上）を設置す

ること。 

 

 

スクリーン 

排水ゲート

設計堆砂面 

フィルター 

水抜き 

放流管 

堆砂用擁壁 

オリフィス 

排水塔断面図 

排水ゲート 
スクリーン 

フィルター オリフィス 

放流管 

水抜き 

排水塔平面図 
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小幅員区画道路の計画基準 

（目的） 

第１ この基準は，主として住宅の建築の用に供する目的で行う開発行為において，幅６ｍ未満の区画道

路（以下「小幅員区画道路」という。）を導入する場合に，交通及び宅地サービスの機能確保，災害時

の危険性の防止及び災害時の避難，救助，消防活動の円滑な実施，住宅地としての日照，通風等の環

境の確保等を図るために守るべき条件として定めるものとする。 

（適用対象） 

第２ この基準は，主として住宅の用に供する目的で行う開発行為であって，次の各号の一に該当するも

のについて適用対象とする。 

（１） 当該開発区域が既に計画的開発が実施された区域に隣接していること。 

（２） 当該開発区域に地区計画が定められていること等により，将来，道路の段階構成による整備が確実 

と見込まれること。 

（３） 当該開発区域の周辺に幅員６ｍ以上の道路が既にあり，当該開発区域内の道路がこの道路に接続す 

る区画道路で，延長される予定のない小区間のものであること。 

（小幅員区画道路の導入の条件） 

第３ 小幅員区画道路は，次の各号に掲げる条件に適合している場合に導入することができるものとする。 

（１） 開発区域内及び開発区域の周辺の道路が次のいずれかに該当すること。 

ア 原則として，道路の段階構成が幹線道路，補助幹線道路及び区画道路と明確に整備されているこ

と又は整備されることが確実と見込まれること。 

イ 開発区域の周辺に幅員６ｍ以上の道路が既にあり，開発区域内の道路がこの道路に接続する区画

道路であって，延長される予定のない小区間のものであること。 

（２） 小幅員区画道路は，次に掲げる条件に該当すること。 

ア 幅員６ｍ以上の道路又は歩行者専用道路等によって囲まれたおおむね２５０ｍ以下四方の区域

の中の小区間の区画道路であること。 

イ 沿道宅地へのサービス以外の目的の通過交通が生じない形状のものであること。 

ウ 原則として幹線道路に直接接続してないこと。 

（小幅員区画道路の共通の計画基準） 

第４ 小幅員区画道路は，次の各号に掲げる計画基準に適合しなければならない。 

（１） 幅員 

幅員は４ｍ以上とする。この場合において，Ｌ型側溝，コンクリート蓋等で車両通行上支障がな

い場合は当該側溝を幅員に含めるものとする。また，電柱、道路標識等の工作物を道路内に設置する

場合は当該工作物の設置されている部分及びその外側の部分は幅員に含めないものとする。 

（２） 交差点 

交差点は原則として直交させる。 

別紙３ 
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（３） 隅切り 

小幅員区画道路の交差部の隅切りは，原則として，隅切り長が３ｍの二等辺三角形とする。 

（道路形状別計画基準） 

第５ 小幅員区画道路は，次の各号に掲げる道路形状別計画基準の一に該当しなければならない。 

（１） Ｉ字状小幅員区画道路の計画基準 

ア Ａ図のように幅員６ｍ以上の道路（区画道路と幹線道路又は補助幹線道路との接続上支障がない部

分については，歩行者専用道路等）によって囲まれたおおむね１２０ｍ以下四方の区域の中のＩ字状

区画道路について小幅員区画道路とすることができる。 

   だたし，Ｂ図のように幅員６ｍ以上の道路をはさんで区画道路が連続する場合にあっては，連続す

る区画道路の道路延長（道路中心線の長さとする。以下同じ。）の合計がおおむね２５０ｍを超えな

い場合に限る。 

   Ｃ図のように通過交通の生じる可能性のあるＩ字状区画道路については小幅員区画道路とするこ

とができない。 

イ 道路延長はおおむね１２０ｍ以下とする。 
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（２）Ｌ字状小幅員区画道路の計画基準 

ア Ａ図及びＢ図のように幅員６ｍ以上の道路（区画道路と幹線道路又は補助幹線道路との接続上支

障がない部分については，歩行者専用道路等）によって囲まれたおおむね１２０ｍ以下四方の区域

の中のＬ字状区画道路について小幅員区画道路とすることができる。 

    また，Ｃ図のようにおおむね２５０ｍ×１２０ｍ以下の区域の中のＬ字状区画道路についても

小幅員区画道路とすることができる。 

イ 道路延長はおおむね１２０ｍ以下とする。 

ウ 屈曲部はその角度を９０°以上とすること等により自動車の通行上の支障がないものとする。 
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（３）Ｔ字状小幅員区画道路の計画基準 

ア Ａ図のように幅員６ｍ以上の道路（区画道路と幹線道路又は補助幹線道路との接続上支障がない部

分については，歩行者専用道路等）によって囲まれたおおむね１２０ｍ以下四方の区域の中のＴ字状

区画道路について小幅員区画道路とすることができる。 

  また，Ｂ図のようにおおむね２５０ｍ×１２０ｍ以下の区域の中のＴ字状区画道路についても小

幅員区画道路とすることができる。 

イ 道路延長はおおむね１２０ｍ以下とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４） Ｕ字状小幅員区画道路の計画基準 

ア Ａ図のように幅員６ｍ以上の道路（区画道路と幹線道路又は補助幹線道路との接続上支障がない部

分については，歩行者専用道路等）によって囲まれたおおむね１２０ｍ以下四方の区域の中のＵ字状

区画道路について小幅員区画道路とすることができる。 

  また，Ｂ図及びＣ図のようにおおむね２５０ｍ×１２０ｍ以下の区域の中のＵ字状区画道路につ

いても小幅員区画道路とすることができる。 

イ 道路延長はおおむね２５０ｍ以下とする。 

ウ 屈曲部はその角度を９０°以上とすること等により自動車の通行上支障がないものとする。 

エ Ｕ字状区画道路の奥は，歩行者専用道路，公園等に接するか又は幅員２ｍ以上のフットパス等によ

って歩行者専用道路，公園等もしくは道路に接続することが望ましい。 
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（５） 行き止まり状小幅員区画道路の計画基準 

ア Ａ図，Ｂ図及びＣ図のように幅員６ｍ以上の道路（区画道路と幹線道路又は補助幹線道路との接続

上支障がない部分については，歩行者専用道路等）によって囲まれたおおむね１２０ｍ以下四方の区

域の中の行き止まり状区画路について小幅員区画道路とすることができる。 

イ 道路延長はおおむね３５ｍ以下とし，３５ｍを超える場合は終端及び区間３５ｍ以内ごとに自動車

の転回広場を設けるものとする。この場合において，自動車の転回広場とは，「自動車の転回広場に

関する基準」（昭和４５年１２月２８日付け建設省告示第１８３７号）に適合するものとする。 

ウ 行き止まり状区画道路の終端は，歩行者専用道路，公園等に接するか又は幅員２ｍ以上のフットパ

ス等によって歩行者専用道路，公園等もしくは道路に接続することが望ましい。 
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別紙４ 

 

宅地開発に伴い設置される洪水調整池の多目的利用指針 
 

第１  総説 

１ 目的及び適用範囲 

この指針は，宅地開発に伴い設置される洪水調節（整）池の多目的利用の的確かつ円滑な推進

を図るために，洪水調節（整）池の敷地内に他の施設を導入するに当たって設計上留意すべき基

本的事項及び管理上の調整の具体的実施方法を示すものである。この指針の適用範囲は，宅地開

発に伴って設置され，敷地の多目的利用が行われる洪水調節（整）池とし，河川管理施設となる

洪水調節（整）池，堤高が１５ｍ以上の洪水調節（整）池及び地下式構造の洪水調節（整）池等

には適用しないものとする。 

２ 洪水調節（整）池及び導入施設の種類 

（１）洪水調節（整）池 

宅地開発に伴い設置される洪水調節（整）池は，恒久的な調節池と暫定的な調整池とがあり，

その敷地の多目的利用の観点から次のように分類するものとする。 

① 構造形式による分類：ダム式（築堤式），掘込式 

② 断面構成による分類：単段式，多段式 

（２）導入施設 

洪水調節（整）池の多目的利用を図るため，その敷地内に導入する施設（以下「導入施設」と

いう。）としては，次のようなものがある。 

① 公園，緑地，広場 

② グラウンド 

③ テニスコート 

④ ゴルフ練習場 

⑤ 駐車場等 

３ 関連基準 

この指針の設計にかかわる事項は，洪水調節（整）池の敷地内に他の施設を導入するに当たっ

ての設計上留意すべき基本的事項のみを規定しているものであり，洪水調節（整）池及び導入施

設の設計全般については，他の基準等によるものとする。 

４ 多目的利用における条件 

洪水調節（整）池の多目的利用における条件としては，洪水調節（整）池と導入施設の両機能

を兼ね備えるとともに，これらの機能を相互に損なわない構造とし，的確かつ円滑な管理を行う

ことが必要である。 

このため，多目的利用における施設の設計では，主として，この指針に示す 



 63

（Ａ）洪水調整池の維持管理上の施設導入指針 

（Ｂ）導入施設の維持管理上の施設設計指針 

（Ｃ）多目的利用のための安全管理施設設計指針 

に基づき，洪水調節（整）池と導入施設との施設設計上の調整を行う。 

次に，このようにして設計された諸施設について，その管理方法を明確にしておくとともに，

洪水調節（整）池の管理者と導入施設の管理者とで管理上の調整を行うこととする。 

５ 導入施設が公園等である場合の留意事項 

都市計画法に基づく開発許可に伴い確保することが必要となる公園，緑地又は広場（以下「公

園等」という。）は，３「関連基準」の項により都市公園技術標準（案）（昭和５３年１月建設省

都公緑通達）に準拠して設計するほか，次の事項に配慮することが必要である。 

（１）洪水調節（整）池内に導入する公園等は，近隣公園，地区公園，緑地，広場等として利用す

ること。なお，街区公園（旧児童公園）は，原則として，導入しないものとすること。 

（２）洪水調節（整）池内の公園等を導入する敷地及び近接する敷地の構造は，公園等の利用上支

障のないものとし，修景上の配慮を十分行うこと。 

（３）導入施設が公園の場合は，原則として湛水しない敷地部分を設け，その位置，面積割合は，

当該公園の諸機能を損なわないものとすること。 

（４）洪水調節（整）池内に設置する公園施設は，衛生上及び維持管理上，支障のないものとする

こと。 

第２  多目的利用における設計指針 

１ 洪水調節（整）池の維持管理上の施設導入方法 

（１）敷地の位置 

導入施設の位置は，ダム式（築堤式）の洪水調節（整）池の築堤部にあっては，堤防のり尻

から５ｍ以上離すことが必要である。 

（２）植樹 

植樹に当たっては，樹木によって治水上の支障が生じないよう配慮し，その位置については，

ダム式（築堤式）の洪水調節（整）池の築堤部の場合には，堤防のり尻から高木は１５ｍ以上，

低木は５ｍ以上離すことが必要である。 

また，植樹する高木は耐風性，耐潤性樹木を選定することが必要である。 

（３）柵その他の工作物 

柵その他の工作物は，原則として，流出しない構造とする。 

２ 導入施設の維持管理上の施設設計指針 

（１）個々の施設ごとの湛水頻度 

導入施設の設計においては，配置，維持管理等を勘案して，個々の施設ごとに湛水頻度を考

慮することとし，おおむね次のように分類する。 
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ア 湛水頻度が比較的小さい所に設けた方がよいもの 

遊具，花壇，日陰だな，駐車場（賃貸用）等 

イ 湛水頻度が比較的大きい所に設けても支障がないもの 

広場，グラウンド，バレーボールコート，テニスコート，ゴルフ練習場，駐車場（利用者用）

等 

（２）導入施設設計上の留意点 

導入施設の設計においては，前２（１）「個々の施設ごとの湛水頻度」の項によるほか，個々

の施設ごとに以下に示す事項について配慮することが必要である。 

ア 園路は，洪水調節（整）池の管理用道路との兼用を前提に，施設の利用上及び管理上望ま

しい配置とするとともに，出水時の避難路としても十分機能すること。 

イ 広場，グラウンド，バレーボールコート，ゴルフ練習場等は，暗渠，Ｕ字溝等の設置や，

排水のための勾配をつけること等により，水はけのよい構造とすること。 

ウ 植栽地は，退水後の土砂，ヘドロ等の排除，清掃を考慮した配置及び排水構造とするとと

もに，植栽する樹木は冠水耐性のある樹種を選定すること。 

エ テニスコート等は，原則として，湛水後の堆砂の洗浄が容易なアスファルト等の構造とす

ること。 

オ 遊具等の工作物は，原則として，基礎固めのコンクリートと緊結した流出しない構造とす

ること。 

カ 導入施設利用者の接近が予想される修景池等の水際部分は，安全性を配慮した水深，断面

構造，材料とすること。 

キ 退水後，施設又は工作物の洗浄に用いる給水栓（施設）を適所に設けること。 

３ 多目的利用のための安全管理施設設計指針 

（１）付加される安全管理施設 

洪水調節（整）池の多目的利用においては，洪水調節（整）池と導入施設とが個別に設置

される場合に比べて，導入施設利用者の安全管理上，より一層慎重な配慮を要することから，

導入施設の設計において十分検討するとともに，必要に応じて，以下に示す安全管理施設を設

置するものとする。 

ア 柵 

イ 注意看板 

ウ 門扉等 

（２）安全管理施設設計上の留意点 

安全管理施設を設置する場合においては，個々の施設ごとに以下に示す事項について配慮する

ことが必要である。 

ア 柵は，必要に応じて，洪水調節（整）池への侵入防止のための外周柵，修景池への転落防

止のための安全柵等を適所に設置すること。 
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イ 門扉は，導入施設の利用，出水時の安全管理を勘案し，適所に設置すること。 

ウ 柵，門扉は，安全管理上必要な高さを有するものとし，門扉については施錠できるものと

すること。 

エ 注意看板は，導入施設の区域，利用上の注意点等を，利用者にわかりやすい規格で適所に

設置すること。 

オ 柵，注意看板，門扉は，耐久性のある材料とし，危険な場所には特に堅固なものを設置す

ること。 

第３  管理上の調整 

１ 調整の基本的考え方 

多目的利用される洪水調節（整）池の管理については，原則として，洪水調節（整）池としての

み効用を果たす部分の管理は洪水調節（整）池の管理者が，また，洪水調節（整）池と導入施設と

が相互に効用を兼ねる部分の管理は導入施設としての機能を発揮する平常時においては導入施設

の管理者が，洪水調節（整）池としての機能を発揮する出水時においては，洪水調節（整）池の管

理者が管理することを基本理念とし，実際の管理に当たっては，効率的かつ円滑にその管理を実施

するため洪水調節（整）池の管理者と導入施設の管理者とが管理協定を締結して，一元的な管理を

行うことが望ましい。 

２ 付加される管理行為 

洪水調節（整）池の多目的利用においては，施設の構造等に応じて以下の管理行為が付加される

こととなるので，洪水調節（整）池の管理者と導入施設の管理者において調整を行い，管理協定の

中で分担を明確にする必要がある。 

ア 出水時における施設利用者の安全についての措置 

イ 導入施設専用工作物の撤去移動，緊結等 

ウ 出水により堆積したヘドロの除去等 

エ 出水により枯損した植栽等の復旧 

３ 管理協定 

洪水調節（整）池の多目的利用において，管理を的確かつ円滑に実施するためには，以下に掲

げる事項その他必要な事項について管理協定を締結し管理を行うことが必要である。 

ア 目的 

イ 適用範囲 

ウ 管理方法 

エ 協議等 

オ 費用負担 

カ 雑則 


	00 表紙_開発行為等の許可の技術的基準
	01 開発行為等の許可の技術的基準（表紙・目次）
	02 基本的事項～1 道路 （P1～P8）
	03 2 建築物の敷地～6 擁壁の構造（P9～P29）
	04 7 排水施設～第3　その他（P30～P40）
	05 個別基準（P41）
	06 別紙1「県が管理する道路と他の道路」（P42~P45）
	07 別紙2「宅地開発等に伴う流量調整要領」（P46～P55）
	08 別紙3「小幅員区画道路の計画基準」（P56～P61）
	09 別紙4「宅地開発に伴い設置される洪水調整池の多目的利用指針」（P62～P65）

